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1.1　主な地震の概要 *

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分（日本時間），熊

本県熊本地方を震源とするM6.5の地震が発生し，

熊本県益城町で震度 7 を観測した．その約 28 時

間後の 4 月 16 日 01 時 25 分，同じ熊本県熊本地

方を震源とするM7.3の地震（以下「本震」という．）

が発生し，熊本県西原村と熊本県益城町で震度 7
を観測した．このように，一連の地震活動のうち

に 2 度も震度 7 が観測されたのは，気象庁の観測

史上初めてのことであった．

本震の発生後，大分県中部で M5.7（参考値），

熊本県阿蘇地方で M5.9 の地震が発生するなど，

地震活動域は熊本県熊本地方から阿蘇地方，さ

らに大分県中部にまで帯状に広がり，長さは約

150km に及んだ（第 1.5.1 項参照）．気象庁は，こ

の一連の地震活動を「平成 28 年（2016 年）熊本

地震」（英語名：The 2016 Kumamoto Earthquake）（以

下，熊本地震）と命名した．

発震機構解（第 1.5.1 項参照）は，4 月 14 日の

M6.5 の地震では概ね南北方向に張力軸を持つ横

ずれ断層型，4 月 15 日の M6.4 の地震では概ね

北北西－南南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層

型であった．また，4 月 16 日の本震は，初動解

が北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型，

CMT 解が南北方向に張力軸を持つ横ずれ断層型

で非ダブルカップル成分として若干の正断層成分

を含むものであった．震源分布と発震機構解より，

4 月 14 日の M6.5 の地震及び 4 月 15 日の M6.4 の

地震は北北東－南南西走向の右横ずれ断層，4 月

16 日に発生した本震は正断層成分を含む概ね北

東－南西走向の右横ずれ断層が動いたものと推察

された．

4 月 14 日の M6.5 の地震，4 月 15 日の M6.4 の

地震，及び本震について，日奈久断層帯と布田川

*　地震火山部地震予知情報課　鎌谷 紀子（現　東京大学地震研究所）

第 1章　地震

断層帯のそれぞれに沿った 2 枚の断層面を仮定し

て震源過程解析（第 1.3.1 項参照）を行ったところ，

日奈久断層帯沿いの断層面では破壊開始点より浅

い領域，そして布田川断層帯沿いの断層面ではや

や深い領域に主なすべり域が推定された．

バックプロジェクション解析（第 1.3.2 項参照）

より，4 月 14 日の M6.5 の地震と本震の両方で，

震央付近に大きい振幅を生じさせる波動の励起源

があることがわかった．また，本震では，波動の

励起源が日奈久断層帯に及んでいる可能性がある

と推察された．

2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震の発生以降，

特に熊本県熊本地方の地震活動は活発となり，震

度 1 以上を観測した地震の回数は，熊本地震の活

動開始から約半年間で 4,000 回を超え，また，熊

本地震の活動開始後 1 年間の M3.5 以上の地震回

数は 300 回を超えるなど，活発な余震活動が続

いた平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震よりも

地震回数が多くなっている（第 1.5.1.5 図参照）．

2017 年 11 月 30 日時点では，熊本県熊本地方及

び阿蘇地方における地震活動は，全体として引き

続き減衰しつつも継続している．大分県中部の地

震活動は 2016 年 5 月には低下した（第 1.5.1.1 図

参照）．

なお，熊本地震は，気象庁が複数の地震をより

精度良く識別できる PF 法（溜渕ほか，2016）を

用いた自動処理による震源を一元化処理に活用し

始めた 2016 年 4 月 1 日以降，最初に発生した最

大震度 5 弱以上の地震であった（第 1.5.2 項参照）．

自動処理による震源を活用できたことで，従来の

手動検測による一元化処理ではリアルタイムで捉

えられなかった小さな規模の地震まで震源決定で

きた他，ほぼリアルタイムで震源を把握できたこ

とから，地震活動が既知の活断層に沿うように分
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布していることや地震活動の範囲が広がったこと

を早期に把握することができた．また，報道発表

資料に自動処理による震源データを含む図を掲載

することにより，最新の地震活動状況について解

説することができた．

参 考 文 献

溜渕功史・森脇健・上野寛・束田進也（2016）：ベイ

ズ推定を用いた一元化震源のための自動震源推定

手法．験震時報，79，1-13．（https://www.jma.go.jp/

jma/kishou/books/kenshin/vol79p001.pdf）

1.2　主な地震の地震動 *

1.2.1　地震動の概要

平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）
では熊本県益城町において，4 月 16 日 01 時 25
分の地震（M7.3）では熊本県益城町と西原村に

おいて，それぞれ震度 7 の揺れを観測した．また，

最大震度 6 弱以上を観測した地震は平成 29 年 8
月 31 日までに 7 回発生している（第 1.2.1 表）．

1.2.1.1　震度 7 を観測した 2 つの地震の震度

分布図

第 1.2.1 図～第 1.2.4 図に，最大震度 7 を観測し

た地震について震度分布図と推計震度分布図を示

す．

4 月 14 日の M6.5 の地震では，震央に近い熊本

県益城町で震度 7，玉名市，西原村，嘉島町，宇

城市及び熊本市で震度 6 弱を観測したほか，九州

地方から中部地方の一部にかけて震度 5 強～ 1 を

観測した（第 1.2.1 図）．

4 月 16 日 01 時 25 分には，4 月 14 日の地震よ

りも規模の大きい熊本県熊本地方を震源とする

地震（M7.3）が発生し，熊本県益城町及び西原

村で震度 7 ※ 1，南阿蘇村，菊池市，宇土市，大津

町，嘉島町，宇城市，合志市及び熊本市で震度 6
強を観測したほか，九州地方から東北地方の一部

にかけて震度 6 弱～ 1 を観測した．なお，この

M7.3 の地震の発生直後に大分県中部を震源とす

る M5.7（数字は参考値）の地震が発生しており，

M7.3 の地震の震度分布には大分県中部の M5.7 の

地震による揺れも含まれる．（第 1.2.2 図）．

1.2.1.2　震度 7 を観測した 2 つの地震の推計

震度分布図

4 月 14 日の M6.5 の地震の推計震度分布（第

1.2.3 図※ 2）を見ると，熊本県益城町付近に震度

7 の広がりが見え，推計震度分布では熊本市から

益城町の北東の西原村付近にかけて震度 6 強の揺

れが推定された．また，熊本県を中心に広い範囲

で震度 4 以上の揺れが推定された．

4 月 16 日の本震の推計震度分布（第 1.2.4 図 ※2）

では，益城町から西原村にかけて震度 7 の地域が

推定されたほか，熊本県熊本地方で北東－南西に

延びる震度 6 弱以上の地域が推定された．また，

九州地方の広範囲で震度 4 以上の揺れが推定され

た．

*　地震火山部地震津波監視課　震度情報係

※ 1　地震発生当初は震度計からデータが送信されず（原因不明），最大震度を 6 強としていたが，後日の調査にて

データを収集し解析した結果，震度 7 であったことが判明した．

第 1.2.1 表　最大震度 6 弱以上を観測した地震
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第 1.2.1 図　2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震の（a）地域ごと及び（b）市区町村ごとの震度分布図．

×印は震央を表す．

第 1.2.2 図　2016 年 4 月 16 日の M7.3 の地震の（a）地域ごと及び（b）市区町村ごとの震度分布図．

×印は本震の震央及び本震発生直後に発生した大分県中部の地震の震央を表す．

第 1.2.3 図※ 2　4 月 14 日 21 時 26 分 に発生した地震

（M6.5, 最大震度 7）の推計震度分布（×印は震

央を示す）

※ 2　この推計震度分布図は震度の精査後に再作成したものであり，地震発生直後に発表したものとは一部異なる．

第 1.2.4 図※ 2　熊本地震の本震（M7.3，最大震度 7）
の推計震度分布（×印は震央を示す）
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1.2.1.3　観測された震度の分析結果

一般に震源断層面からの距離と計測震度につい

ては，経験的な関係があることが知られている（例

えば，松崎ほか，2006）．第 1.2.5 図に本震で観測

された計測震度と震源からの距離の関係を示す．

松崎ほか（2006）による計測震度と距離の関係か

ら得られた値と本震で実際に観測された計測震度

を比較すると，多少のばらつきはあるものの，大

局的にみると，おおむね一致していることがわか

る．

本震で観測された計測震度と松崎ほか（2006）
による経験的な関係から推定される震度（以下，

計算値という．）との差を第 1.2.6 図に示す．計算

値は地盤の増幅度等による補正を行っていないた

め，沿岸や平野など，堆積層が厚いと思われる地

域で観測された震度は，計算値より大きい値とな

っている．

例えば，本震の推計震度分布図（第 1.2.4 図）

では，震源から北西に約 70km 離れた佐賀県佐賀

市付近で，周辺より少し強い揺れ（震度 5 強，5
弱）の広がりが推定されている．この地域は，地

盤の揺れやすい地域と考えられる（第 1.2.7 図）が，

今回本震で観測された震度 5 強，5 弱の揺れの広

がりと地盤の揺れやすさの範囲はよく対応してい

ることがわかる．

第 1.2.5 図　本震における断層面からの最短距離と計

測震度の関係

黄丸（輪郭黒）は断層面からの最短距離における

各観測点の計測震度，黒い曲線は震源断層面からの

距離と計測震度についての経験的な関係（松崎ほか，

2006）を示す．

1.2.1.4　過去の顕著な地震との揺れの比較

過去の顕著な地震の揺れと，本震で震度 7 を観

測した熊本県西原村及び益城町の揺れの最大加速

度と最大速度（ともに三成分合成値）の関係を第

1.2.8 図に示す．速度波形の算出には，周期 30 秒

以上の波をカットするハイパスフィルターを使用

した． 
過去の顕著な地震の揺れと比較しても，本震に

おける西原村と益城町で観測された揺れは，とも

に非常に大きな速度であったことがわかる．特に

西原村で観測された揺れの速度 256cm/sec は，こ

れまでに得られた日本国内の観測値では，最大で

あった．

また，木造家屋への影響度を測る目安となる等

価周期に注目すると，本震における西原村及び益

城町の揺れの周期は 1.2 ～ 2.0 秒程度とこれまで

観測される強震動の周期としては短周期であっ

た．一般的に，木造家屋が全壊又は大破する目安

は等価周期 1 秒～ 2 秒の揺れとされており，また，

両観測点における本震の揺れは，速度だけでなく

加速度も約 900gal と大きいことから，標準的な

木造家屋に大きな被害を与える地震動であった．

また，兵庫県南部地震における JR 鷹取観測点

で観測された揺れと熊本地震の本震における西原

村と益城町の揺れの比較を行った．JR 鷹取は兵

庫県南部地震における震度 7 の帯の中にあり，大

きな速度が観測されたことで知られており，等価

周期も 1.3 秒前後である．今回の西原村及び益城

町の揺れの特徴は，兵庫県南部地震における JR
鷹取の揺れの特徴と似ており，兵庫県南部地震と

同じく，熊本地震が木造家屋に多大な被害を与え

た要因と推察できる．

参 考 文 献

国土地理院（2016）：平成 28 年（2016 年）熊本地震．

地震予知連絡会会報，96，557-589．

石垣祐三（2006）：リアルタイム震度算出のための時

系列解析．験震時報，第 69巻，155-169．

松崎伸一・久田嘉章・福島美光（2006）：断層近傍ま

で適用可能な震度の距離減衰式の開発．日本建築

学会構造系論文集，第 604号，201-208．
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第 1.2.6 図　地震の規模と断層面からの最短距離に基づく経験式（松崎ほか，2006）で推定される震度（計算値）

と観測した計測震度の差．正の値が計算値より観測値が大きい事を示し，負の値が計算値より観測値が

小さいことを示す．

第 1.2.7 図　地盤の揺れやすさ（防災科学技術研究所の地震ハザードステーション

「J-SHIS MAP」より）

寒色系青色（左側）は揺れにくい，暖色系赤色（右側）は揺れやすいことを示す．
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第 1.2.8 図　今回の本震で観測された最大加速度と最大速度と過去の顕著地震の最大加速度と（横軸）－最大

速度（縦軸）の関係．プロットは各地震ごとの観測値を示す．地震ごとに色を変え，黒線は過去の観測

から得られた計測震度の回帰式（石垣，2006）による等震度線．青線は揺れの等価周期を示す．Pg は

加速度（gal），Pv は速度（cm/sec），Pd は変位（cm）である .

1.2.2　長周期地震動の概要 *

熊本地震の一連の地震活動において，平成 29
年 8 月 31 日までに長周期地震動階級※ 1 以上を

観測した地震は 13 回であった（第 1.2.2 表のとお

り）． 4 月 15 日 00 時 03 分の地震（M6.4）では，

平成 25 年 3 月の長周期地震動に関する観測情報

（試行）発表開始後初めて長周期地震動階級 4 を

観測した．また，4 月 16 日の本震においても震

源近傍で長周期地震動階級 4 を観測し，震源から

遠く離れた関西や関東を含む広い範囲において長

周期地震動階級 1 以上が観測された．

震源に近い地域や震源から遠く離れた地域にお

いて，高層ビル等で実際にどのような揺れに見舞

われたかについては，気象庁でアンケートやイン

タビュー調査を行っており，これらの結果も参照

第 1.2.2 表　長周期地震動階級 1 以上が観測された地

震

*　地震火山部地震津波監視課　久保 剛太（現　管理課地震津波防災対策室），古謝 植之

※　長周期地震動階級の詳細については，次の URL を参照．

https://www.data.jma.go.jp/svd/eew/data/ltpgm_explain/about_level.html
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されたい（第 2.4 節：長周期地震動に関するアン

ケート調査結果）．

以下では，長周期地震動階級 3 以上を観測した

3 つの地震について，観測された長周期地震動階

級の分布や，観測点における地震波形等の詳細を

示す．

1.2.2.1　4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）

この地震により観測された地域ごとの最大の長

周期地震動階級は，「熊本県熊本」で 3，「佐賀県

南部」と「長崎県島原半島」で 2，九州地方の広

い範囲で 1 であった（第 1.2.9 図）．九州地方で長

周期地震動階級 3 が観測されたのは平成 25 年 3
月の長周期地震動に関する観測情報（試行）発表

開始以来初めてである．

第 1.2.10 図に , 気象庁観測点における絶対速度

応答スペクトル分布（減衰定数 5％，水平動合成，

周期 1.6 秒，2.0 秒，4.0 秒，6.0 秒，7.8 秒）を示

す．震源付近では，周期 1.6 秒，2.0 秒で長周期

地震動階級 3 のしきい値である 50cm/s 以上の値

が観測された . 周期 1.6 秒では，長周期地震動階

級 1 のしきい値である 5cm/s 以上の観測点が九州

全体に広がっており，周期 2.0 秒では値がやや小

さくなるが 5cm/s 以上の観測点の広がりはあまり

変わらない．周期 6 秒以上の長い周期では震源近

傍のみ 5cm/s 以上の値が観測された．

第 1.2.11 図に，気象庁観測点 * 及び震度 7 を観

測した益城町宮園（熊本県観測点）における絶対

速度応答スペクトル（減衰定数 5%，水平動合成，

周期1.6秒から7.8秒までを0.2秒ごとにプロット．

グラフ中に各階級のしきい値を表示）のグラフを

示す．震源から 20km 以内の熊本西区春日及び宇

城市松橋町では，周期 2 秒前後までで長周期地震

動階級 3 となっており，長周期側で徐々に減少し

ている．なお，両観測点ともに震度 6 弱が観測さ

れた．震源から 50km 付近の雲仙市国見町や震源

から 75km 付近の佐賀市駅前中央では，周期 3 秒

付近が卓越しており長周期地震動階級 2 が観測さ

れた．震源から 100km 以上離れた薩摩川内市中

郷では，周期 2 秒付近が卓越しており長周期地震

動階級 1 が観測された．また，周期 5 秒付近でも

比較的大きな値が観測されている．

これらの観測点のうち，熊本西区春日，宇城市

松橋町及び益城町宮園（熊本県観測点）の観測点

における地震波形（加速度及び速度．速度につい

ては周期 20 秒以上をカットするハイパスフィル

ターを適用）を第 1.2.12 図～第 1.2.14 図に示す．

*　観測情報に利用しているのは気象庁観測点のみ．ここでは，参考に地方公共団体観測点についても記載した．

第 1.2.9 図　4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）における長周期地震動階級 1 以上が観

測された地域
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第 1.2.10 図　4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）における周期ごとの絶対速度応答スペクトルの分布

第 1.2.11 図　4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）における観測点ごとの絶対速度応答スペクトル
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第 1.2.12 図　4 月 14 日 21 時 26 分 の 地 震（M6.5）
における熊本西区春日で観測された波形　

（21:26:20 から 1 分間）

第 1.2.13 図　4 月 14 日 21 時 26 分 の 地 震（M6.5）
における宇城市松橋町で観測された波形 

（21:26:20 から 1 分間）

第 1.2.14 図　4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）に

おける益城町宮園（熊本県）で観測された波形

（21:26:20 から 1 分間）

1.2.2.2　4 月 15 日 00 時 03 分の地震（M6.4）

この地震により観測された地域ごとの最大の長

周期地震動階級は，「熊本県熊本」で 4，九州地

方の広い範囲で長周期地震動階級 1 であった（第

1.2.15図）．長周期地震動階級4が観測されたのは，

平成 25 年 3 月の「長周期地震動に関する観測情

報（試行）」の発表開始以来初めてである．

第 1.2.16 図に，気象庁観測点における絶対速

度応答スペクトル分布（減衰定数 5％，水平動合

成，周期 1.6 秒，2.0 秒，4.0 秒，6.0 秒，7.8 秒）

を示す．周期 1.6 秒では，震源付近で長周期地震

動階級 4 のしきい値である 100cm/s 以上の値が観

測された．周期 2 秒でも長周期地震動階級 3 のし

きい値である 50cm/s 以上となっており，隣接す

る観測点でも長周期地震動階級 2 のしきい値であ

る 15cm/s 以上が観測されている．周期 6 秒以上

でも熊本県内では長周期地震動階級 1 のしきい値

である 5cm/s 前後の値が観測されているが，地域

的な広がりはあまり見られず，佐賀県や宮崎県の

一部の観測点のみ 5cm/s 前後の値が観測されてい

る．

第 1.2.17 図に，気象庁観測点における絶対速

度応答スペクトルのグラフ（減衰定数 5%，水平
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第 1.2.15 図　4 月 15 日 00 時 03 分の地震（M6.4）における長周期地震動階級 1 以上が

観測された地域

第 1.2.16 図　4 月 15 日 00 時 03 分の地震（M6.4）における周期ごとの絶対速度応答スペクトルの分布
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第 1.2.17 図　4 月 15 日 00 時 03 分の地震（M6.4）における観測点ごとの絶対速度応答スペクトル

第 1.2.18 図　4 月 15 日 00 時 03 分の地震における

宇城市松橋町で観測された波形　　　　　

（00:03:40 から 1 分間）

動合成，周期 1.6 秒から 7.8 秒までを 0.2 秒ごと

にプロット．グラフ中に各階級のしきい値を表

示）を示す．震源から 10km 付近の宇城市松橋町

では，周期 1.6 秒付近で長周期地震動階級 4 とな

っており，長周期側で徐々に減少している．震源

から 12km 付近の熊本西区春日，30km 付近の八

代市平山新町では，周期 2 秒付近までで長周期地

震動階級 2 が観測された．震源から 70km 付近の

久留米市津福本町では，周期 3 秒付近が卓越して

おり長周期地震動階級 1 が観測された．震源から

100km 以上離れた宮崎市霧島では，周期 5 秒前

後が卓越しており長周期地震動階級 1 が観測され

た．これらの観測点のうち，長周期地震動階級 4
が観測された宇城市松橋町の観測点における地震

波形（加速度及び速度．速度については周期 20
秒以上をカットするハイパスフィルターを適用）

を第 1.2.18 図に示す．

1.2.2.3　4 月 16 日 01 時 25 分の地震（M7.3）

この地震により観測された地域ごとの最大の長

周期地震動階級は，「熊本県熊本」と「熊本県阿蘇」

で 4，「福岡県筑後」と「大分県中部」，「大分県西部」

で 3，九州地方から関東・中部，北陸地方の広い

範囲で 1 であった（第 1.2.19 図）．また，震源か

ら離れた「大阪府南部」，「千葉県北西部」等でも

長周期地震動階級 2 が観測された．

第 1.2.20 図に，気象庁観測点における絶対速度

応答スペクトル分布（減衰定数 5％，水平動合成，

周期 1.6 秒，2.0 秒，4.0 秒，6.0 秒，7.8 秒）を示
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第 1.2.19 図　本震における長周期地震動階級 1 以上が観測された地域

第 1.2.20 図　本震における周期ごとの絶対速度応答スペクトルの分布

す．周期 1.6 秒，2.0 秒及び 4.0 秒では，震源付近

の複数の観測点で長周期地震動階級 4 のしきい値

である 100cm/s 以上の値が観測されている．熊本

県，大分県，福岡県で長周期地震動階級 3 のしき

い値である 50cm/s 以上の値が観測されている．

周期 6 秒でも熊本県，大分県では 50cm/s 以上

の値が観測されている．また，大阪府では周期 4

秒及び 6 秒で 15cm/s 以上と他の周期に比べて卓

越している．関東地方や北陸地方では長周期側で

スペクトルが大きくなる傾向があり，周期 7.8 秒

では千葉県北西部で長周期地震動階級 2 のしきい

値である 15cm/s 以上の観測点も見られる．

第 1.2.21 図に，気象庁観測点，震度 7 を観測し

た益城町宮園及び西原村小森（いずれも熊本県観
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測点）における絶対速度応答スペクトルのグラフ

（減衰定数 5%，水平動合成，周期 1.6 秒から 7.8
秒までを 0.2 秒ごとにプロット．グラフ中に各階

級のしきい値を表示）を示す．震源から 10km 前

後の熊本西区春日，宇城市松橋町では，周期 1.6
秒から 3 秒付近で長周期地震動階級 4 となってお

り，長周期側で徐々に減少している．震源から

30km 付近の南阿蘇村中松では，周期 1.6 秒から 5
秒前後の広い周期帯域で大きな値をとり，長周期

地震動階級 4 が観測されている．震源から 100km
付近の大分市長浜でも，広い周期帯域で大きな値

をとり，長周期地震動階級 3 が観測されている．

震源から 450km 程度近く離れている関西国際空

港では，周期 3 秒から 6 秒付近が卓越しており長

周期地震動階級 2 が観測された．震源から 600km
以上離れている名古屋千種区日和町では，周期 3
秒付近が卓越しており長周期地震動階級 1 が観測

された．震源から 900km 以上離れた千葉美浜区

ひび野では，長周期側になるほど値が大きくなっ

ており，周期 7.8 秒で長周期地震動階級 2 のしき

い値である 15cm/s 以上の値が観測された．これ

らの気象庁観測点の地震波形（加速度及び速度

. 速度については周期 20 秒以上をカットするハイ

パスフィルターを適用）を第 1.2.22 図～第 1.2.30
図に示す．†

なお，震源近傍の西原村小森の速度波形におい

て周期 3 秒程度のパルス状の波形が観測された．

これについては断層のずれにより震源ごく近傍

でパルス状の長周期の揺れが発生したといわれて

おり，堆積層の表面波等による継続時間の長い長

周期地震動とは異なる長周期地震動であるという

ことで注目されることとなった．

気象庁は，長周期地震動の観測の強化を目的と

して，平成 25 年度に首都圏の沿岸部等に 7 地点

の新設点の整備を行った（第 1.2.31 図）．この地

震において，新設した 7 地点でいずれも長周期地

震動階級 1 以上を観測しており，第 1.2.32 図で示

す絶対速度応答スペクトルのグラフ（減衰定数 5
％）において周辺の既設観測点と比較しても，長

周期地震動をよく捉えていることが確認された

（千葉美浜区ひび野は第 1.2.28 図で示した加速度

記録を基に算出）．

第 1.2.21 図　本震における観測点ごとの絶対速度応答スペクトル

†　震源から離れた観測点の場合，P 波到達時の波形がない場合がある．
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第 1.2.22 図　本震における宇城市松橋町で観測された

波形

　　　（01:24:50 から 1 分間）

第 1.2.23 図　本震における熊本西区春日で観測された

波形

　　　（01:24:50 から 1 分間）

参 考 文 献

北村春幸（2017）：今後の長周期地震動対応に求めら

れること．建築技術 2017 年 12 月号，78-84．

第 1.2.24 図　本震における南阿蘇村中松で観測された

波形

　　　（01:25:00 から 1 分間）

第 1.2.25 図　本震における大分市長浜で観測された波

形

　　　（01:25:10 から 3 分間）
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第 1.2.26 図　本震における関西国際空港で観測された

波形

　　　（01:26:20 から 7 分間）

第 1.2.27 図　本震における名古屋千種区日和町で観測

された波形

　　　（01:27:50 から 5 分間）

第 1.2.28 図　本震における千葉美浜区ひび野で観測さ

れた波形

　　　（01:29:40 から 5 分間）

第 1.2.29 図　本震における益城町宮園（熊本県の観測

点）で観測された波形

　　　（01:24:50 から 1 分間）



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 20 －

第 1.2.30 図　本震における西原村小森（熊本県の観測点）で観測された波形

　　　（01:24:50 から 1 分間）

第 1.2.31 図　千葉県，東京都，神奈川県の気象庁観測点配置図

第 1.2.32 図　本震における千葉県，東京都，神奈川県の気象庁観測点における絶対速度応答スペクトル
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1.3　主な地震の震源過程

1.3.1　近地強震波形を用いた震源過程解析 *

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分，15 日 00 時 03 分，

16 日 01 時 25 分（日本時間）に熊本県熊本地方

で発生した 3 つの地震（以下，14 日 M6.5 の地震，

15 日 M6.4 の地震，16 日 M7.3 の地震）について，

近地強震波形を用い，震源過程を推定した．

1.3.1.1　解析方法

解析には，国立研究開発法人防災科学技術研

究所の強震観測網（K-NET（Kinoshita，1998），
KiK-net（Aoi et al.，2000））及び気象庁震度計の

近地強震波形を用いた．これらの加速度記録に

14 日 M6.5，15 日 M6.4 の地震については 0.05Hz
～ 0.33Hz，16 日 M7.3 の地震については 0.05 ～

0.2Hz のバンドパスフィルターをかけて 1 回積分

し，P 波到達 5 秒前からの速度波形を用いた．

3 つの地震とも破壊開始点は気象庁による一元

化震源の位置とした（詳細な値は第 1.3.1.1 表を

参照）．14 日 M6.5 の地震の断層面は，第 1.5.1.2
目に示される震源分布と整合性がとれるよう，

Global CMT（Ekström et al.，2012）による CMT
解の 2 枚の節面のうち周辺の活断層（地震調査

研究推進本部地震調査委員会，2013）の走向に

整合的な面を仮定した（第 1.3.1.1 図（a））．15 日

M6.4 の地震の断層面は，気象庁 CMT 解の 2 枚

の節面のうち周辺の活断層の走向に整合的な面

を仮定した（第 1.3.1.1 図（b））．16 日 M7.3 の地

*　地震火山部地震予知情報課　田中 美穂（現　総務部企画課国際室）

第 1.3.1.1 図　解析に用いた発震機構解

（a）14 日 M6.5 の地震の解析に用いた節面（走向

31°，傾斜 80°，すべり角 -169°）を赤線で示す．

（b）15 日 M6.4 の地震の解析に用いた節面（走向 211
°，傾斜 63°，すべり角 -178°）を赤線で示す．（c）
16 日 M7.3 の地震の解析に用いた節面（左：断層面①：

走向 205°，傾斜 72°，すべり角 176°，右：断層面②：

走向 235°，傾斜 60°，すべり角 209°）を赤線で示す．

第 1.3.1.1 表　解析に用いたパラメータ

破壊開始点の欄は左から，緯度，経度を表す．深さは破壊開始点の深さを表す．断層面の大きさは（走向方

向）×（傾斜方向）．走向，傾斜は仮定した断層面の走向，傾斜を表す．震源時間関数の欄は左から，震源時

間関数の表現に用いた三角形の底辺，三角形をずらす時間間隔，三角形の個数を表す．

震の断層面は，地殻変動解析結果（国土地理院，

2016）等を参考に，日奈久断層帯と布田川断層帯

に対応する 2 枚の断層面からなる震源断層モデル

（以下，それぞれ断層面①と断層面②）を仮定し

て解析した（第 1.3.1.1 図（c））．
断層面②は断層面①の破壊開始点から連続的に

破壊が伝わると仮定した．

理論波形の計算に用いる Green 関数は波数積分

法（Bouchon，1981），透過・反射係数行列法（Kennett 
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第 1.3.1.2 図　観測点分布図

赤，緑，黒の星印はそれぞれ M6.5，M6.4，
M7.3 の地震の震央を表す．青，緑，赤の三角は

それぞれ K-NET，KiK-net，気象庁観測点を表す．

and Kerry，1979）を用い，全国 1 次地下構造モ

デル（Koketsu et al.，2012）を参考に，各地震の

破壊開始点での水平成層構造（第 1.3.1.2 表）を

仮定して計算した．最大破壊伝播速度，各小断層

での震源時間関数は第 1.3.1.1 表のとおりとした．

解析に用いた観測点は第 1.3.1.2 図に示す．

解析方法は岩切ほか（2012）に従い，multiple 
time window 法を用い，時空間のすべりが滑らか

になるような拘束条件を与えた．時空間のすべり

の滑らかさの程度を表すパラメータを赤池ベイズ

情報量基準（ABIC）（Akaike，1980）の値が最小

になる条件のもとで決定した．

1.3.1.2　解析結果

（1）4月 14 日 21 時 26 分の M6.5 の地震

主なすべり域は破壊開始点周辺に広がり，最

大すべり量は 0.72m であった（第 1.3.1.3 図（a）
及び（b））．ただし，周辺の構造から剛性率は

31GPa として計算した．第 1.3.1.3 図（a）及び（b）
から，M6.5 の地震発生後から M6.4 の地震発生

までの地震は，主なすべり域の周囲で活発に発生

していることが分かる．主な破壊継続時間は約 6
秒であった（第 1.3.1.3 図（c））．また，モーメン

トマグニチュード（Mw）は 6.2 であった．解析

に用いた観測点の観測波形と理論波形を第 1.3.1.3
図（d）に示す．

（2）4月 15 日 00 時 03 分の M6.4 の地震

主なすべり域は破壊開始点周辺に広がり，最

大すべり量は 0.39m であった（第 1.3.1.4 図（a）

第 1.3.1.2 表　解析に用いた速度構造モデル

深さは各層の上端の深さを表す．

 1：M6.5 の地震，2：M6.4 の地震，3：M7.3 の地震の解析に用いた．

及び（b））．ただし，周辺の構造から剛性率は

31GPa として計算した．第 1.3.1.4 図（a）及び（b）
から，M6.4 の地震発生後から M7.3 の地震発生ま

での地震は，主なすべり域より深い領域で活発に

発生しており，これらの領域は隣り合っているこ

とが分かる．主な破壊継続時間は約 5 秒であった

（第 1.3.1.4 図（c））．また，モーメントマグニチ

ュード（Mw）は 5.9 であった．解析に用いた観

測点の観測波形と理論波形を第 1.3.1.4 図（d）に

示す．

（3）4月 16 日 01 時 25 分の M7.3 の地震

第 1.3.1.5 図（a）及び（b）に断層面①，②の

すべり量分布を示す．断層面①の主なすべり域は，

仮定した断層面の北側に広がっている．また，南

西方向へは約 12km 広がっている．最大すべり量

は 7.3m であった．ただし，周辺の構造から剛性
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率は 27GPa として計算した．主なすべりは日奈

久断層帯高野－白旗区間に見られ，日奈久区間は

すべりが小さいか破壊しなかったと考えられる．

M7.3 の地震発生後 1 日間の地震は，主なすべり

域の周囲で活発に発生している．断層面②の主な

すべり域は，北東方向に約 25km 広がっており，

約 10km の深さの領域に推定された．最大すべり

量は 12.5m であった．ただし，周辺の構造から剛

性率は 27GPa として計算した．主なすべり域は

布田川断層帯布田川区間及び宇土区間の一部に広

がっている．M7.3 の地震発生後 1 日間の地震は，

布田川断層帯に沿って広がっているが，断層面②

の北東側では活発ではない．第 1.3.1.5 図（c）に

は断層面上のすべり分布の時間変化を示す．断層

面①の北東端から破壊が開始し，断層面①上では

破壊開始から4～6秒後に主なすべりが見られる．

その後，断層面②上では破壊開始から 5 ～ 14 秒

後のおよそ 9 秒間に主なすべりが北東方向に連続

して広がって見られる．

地震全体の主な破壊継続時間は約 20 秒であっ

た．また，地震全体のモーメントマグニチュード

（Mw）は 7.2 であった．（断層面①：6.9，断層面②：

7.1）（第 1.3.1.5 図（d））解析に用いた観測点の観

測波形と理論波形を第 1.3.1.5 図（e）に示す．

Asano and Iwata（2016） や Kubo et al.（2016）
では本解析結果より浅い領域にすべりの大きな領

域が推定された．この違いは主に解析に用いた周

波数帯や観測点ごとの重みづけの違いによると考

えられる．地殻変動解析結果との比較は第 1.4.6
図及び第 1.4.7 図に示されたとおりである．

14 日 M6.5，15 日 M6.4，16 日 M7.3 の地震の

主なすべり域を第 1.3.1.6 図に示す．14 日 M6.5
の地震では日奈久断層帯の北端が布田川断層帯と

接する付近で主なすべりが生じ，15 日 M6.4 の地

震ではその南方の日奈久断層帯北部で主なすべり

が生じた．その後，16 日 M7.3 の地震では，日奈

久断層帯北部から布田川断層帯にかけて大きなす

べりが生じた．これら 3 つの地震の主なすべり域

は隣接して分布しており，およそ 28 時間のうち

に複雑な断層破壊が生じたことを示している．
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第 1.3.1.3 図　14 日 M6.5 の地震の解析結果

（a）断層面上のすべり量分布．星印は破壊開始点，矢印は下盤側に対する上盤側の動きを表す．灰色の丸は 14
日 M6.5 の地震発生から 15 日 M6.4 の地震発生までの地震（M3.0 以上）のうち，断層面から 3km 以内の地震の震

央を示す．（b）地図上のすべり量分布．矩形断層面内の星印は破壊開始点を示す．赤線は，地震調査研究推進本部

地震調査委員会の長期評価による活断層を示す．（c）震源時間関数．（d）観測波形（黒：0.05Hz-0.33Hz）と理論

波形（赤）の比較．振幅の単位は cm/s．
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第 1.3.1.4 図　M6.4 の地震の解析結果

（a）断層面上のすべり量分布．第 1.3.1.3 図と同様．灰色の丸は 15 日 M6.4 の地震発生から 16 日 M7.3 の地震発

生までの地震（M3.0 以上）のうち，断層面から 3km 以内の地震の震央を示す．（b）地図上のすべり量分布．第

1.3.1.3 図と同様．灰色の丸は M6.4 の地震発生から M7.3 の地震発生までの地震（M3.0 以上）の震央を示す．赤線

は，地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価による活断層を示す．（c）震源時間関数．（d）観測波形（黒：

0.05Hz-0.33Hz）と理論波形（赤）の比較．振幅の単位は cm/s．
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第 1.3.1.5 図　M7.3 の地震の解析結果

（a）断層面上のすべり量分布．第 1.3.1.3 図と同様．灰色の丸は 16 日 M7.3 の地震発生から 1 日間の地震（M3.0
以上）のうち，各断層面から 3km 以内の地震の震央を示す．（b）地図上のすべり量分布．第 1.3.1.3 図と同様．赤

線は，地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価による活断層を示す．（c）断層面上のすべり量分布の時間

変化．“Time”は破壊開始からの時間を表す .（d）震源時間関数．青線は断層①，赤線は断層②の震源時間関数を

表す．黒線は地震全体の震源時間関数を表す．（e）観測波形（黒：0.05Hz-0.2Hz）と理論波形（赤）の比較．振幅

の単位は cm/s．
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第 1.3.1.5 図　3 つの地震の主なすべり域

赤は 14 日 M6.5 の地震，緑は 15 日 M6.4 の地震，黒は 16 日 M7.3 の地震の破壊開始点とすべり量の等値線を表す．

赤線と緑線は 0.15m 間隔，黒線は 2m 間隔．茶線は地震調査研究推進本部の長期評価による活断層を示す．
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1.3.2　バックプロジェクション解析 *

2016 年 4 月 14 日，16 日に発生した熊本地震の

M6.5 と M7.3 の地震のバックプロジェクション法

による解析結果を報告する．バックプロジェクシ

ョン法では想定される震源域に，地震波の励起源

を仮定し，励起源に地震波形記録を逆投影して足

し合わせることで地震波の励起源を推定する手法

である．本稿で用いた手法はバックプロジェクシ

ョン法の一種である Kao and Shan（2004）による

Source-Scanning-Algorithm（SSA 法）である．こ

の手法では，解析対象の時空間領域内にグリッド

を配置し，観測点の S 波到達時刻付近の波形記

録を重ね合わせ，Brightness という値（Br 値）を

求める．あるグリッド φ，ある時刻τの Br 値を

次の（1）式で定義する．

N は観測点数，ui は観測点 i での規格化され

た波形，tiφ はグリッド φから観測点 i までの S
波の理論走時である．ここでは解析対象ではな

い相やノイズの影響を低減するために，Kiser et 
al.（2011）による taper 関数 fi (t) を Br 値の計算

に組み込んだ．t0i は一元化震源の位置から観測点

i までの S 波の理論走時で，T は taper 関数の周期

である．ここでは T=8.0 秒とした．上式で計算し

た Br 値の大きな領域を地震波の励起源として推

定する．Br 値は（1）式で解析対象の波形データ

の振幅が大きくなるほど高値となる．つまり，こ

こで求める Br 値の高い領域とは最大振幅の励起

源であると考えることができる．

本稿では，S 波の波形で Br 値を計算するため，

データには余震域周辺の K-NET，KiK-net（地中）

観測点の水平動成分 2 成分の強震波形記録を利用

した．まず各観測点の 2 成分の波形に 2.0-8.0Hz
のバンドパスフィルタ，100Hz から 20Hz へのリ

サンプリング処理を施し，2 成分ベクトル合成を

行い，二乗平均平方根（RMS）値を求めて解析

に用いた．そのためここで ui は 0 以上の数値と

なる．各グリッドから観測点までの S 波の理論

走時計算には気象庁で使用している地震波速度構

造である JMA2001（上野ほか（2002））に基づく

走時表を使用し，（1）式に従い 0.05 秒間隔で全

てのグリッドに対して Br 値を計算した．

2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震の解析に用い

た観測点，グリッドの配置を第 1.3.2.1 図（A）に，

解析結果を第 1.3.2.2 図に示す．グリッドの間隔

は水平方向 1.0km，鉛直方向に 2.0km（深さ 0 ～

20km）である．第 1.3.2.2 図で Br 値を水平面に投

影する際には，（1）式で計算した Br 値にグリッ

ドの深さごとにスムージングを施し，鉛直方向に

最大値フィルタをかけプロットしている．まず，

最初に SSA 法による解の妥当性の検討を行うた

めに簡単な解像度テストを行った．解像度テスト

は，解析対象の地震の震源から第 1.3.2.2 図（C）
に示したテスト波形（1/2 周期の sin 波）が励起

され，実際の解析に用いる観測点セットで観測さ

れたと仮定して，震源（地震波の励起源）と Br
値について比較を行った．なお，解像度テストは

単に震源位置と観測点配置の組み合わせによる

Br 値の妥当性を検証するために行っているので，

実際に観測された地震波にみられる減衰やランダ

ムノイズの影響は考慮していない．解像度テスト

の結果（第 1.3.2.2 図（A））では，実データによ

る解析結果（第 1.3.2.2 図（B））より 1 秒程早いが，

震央位置付近に高 Br 値の領域がある．Br 値は一

元化震源の震央付近を中心として同心円状に分布

し，その後の時刻において高 Br 値の領域は消散

している．このことから，本稿の解析結果は地震

波の励起源の推定手法として十分な信頼性がある

と考えられる．実データによる解析結果では（第

1.3.2.3 図），高 Br 値の領域が日奈久断層帯の北部

にある．この高 Br 値の領域は，一元化震源の震

央位置とほぼ一致しており，この地震については

初期破壊開始点と対応していると考えられる．本

報告書第 1.3.1 項の近地強震波形を用いた震源過

*　地震火山部地震予知情報課　森脇 健（現　地震津波監視課）

　　　　　　  地震津波監視課　山本 麦（現　地震予知情報課）
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第 1.3.2.1 図　解析を行った地震の震央と使用した観測点，グリッドの分布

赤色の星印が 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分 34 秒の M6.5，青色の星印が 4 月 16 日 01 時 25 分 05 秒の M7.3，緑

色の星印が 4 月 16 日 01 時 25 分 37 秒の M5.7 の地震の震央を示す．黒色の＋印が観測点で，灰色ハッチがグリッ

ドを配置した領域を示す．（A）が 2016 年 4 月 14 日の地震の解析に用いたもので，（B）が 2016 年 4 月 16 日の地

震のものである．第 1.3.2.4 図に波形を示した大分県内の観測点には，観測点コードを記載している．

程解析では，2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震の

主たるすべり域は破壊開始点付近に分布している

ことを指摘している．この地震については主たる

すべり域と高 Br 値の領域が対応している．

2016 年 4 月 16 日の M7.3 の地震（本震）の解

析結果を第 1.3.2.3 図に示す．解析に用いた観測

点，グリッドの配置は第 1.3.2.1 図（B）に示す．

この地震は 4 月 14 日に発生した地震より規模が

大きく，余震の震源が広域に分布し，地震波の

励起源が広域にわたることが想定されたので，4
月 14 日の地震より広い範囲の観測点のデータを

解析に用いた．グリッドも余震の震源分布を包含

するように配置した．グリッドの間隔は水平方向

1.0km，鉛直方向 5.0km（深さ 0 ～ 20km）とし

て，グリッドごとの Br 値には 4 月 14 日の解析結

果と同様の処理を施した．高 Br 値の領域は，震

源時から約 5 秒後（01 時 25 分 10 秒頃）に一元

化震源付近の布田川断層帯に生じ，その後で日奈

久断層帯の北部方向に励起源が進行しているよ

うにも見える．国土地理院による SAR（Synthetic 
Aperture Radar ／合成開口レーダー）及び GNSS
（Global Navigation Satellite System ／全球測位衛星

システム）データ解析結果では，布田川断層帯

だけではなく日奈久断層帯の北部でも断層の動

きが生じたことが示唆されている（国土地理院，

2016）．本報告書の震源過程解析の結果でも日奈

久断層帯北部から布田川断層帯にかけて大きなす

べりが生じたことを指摘している．本稿での解析
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第 1.3.2.2 図　2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分 34 秒の M6.5 の地震の SSA 法による解析結果

青緑色の星印は M6.5 の地震の震央を示す．（A）解像度テストの結果．青色，緑色，赤色の順で Br 値が高いこ

とを示す．（B）SSA 法により求めた 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分 37 秒から 21 時 26 分 39 秒まで（0.5 秒ごと）の

Br 値の分布である．赤色が濃くなるほど Br 値が高いことを示す．活断層を茶色の実線で示す．（C）解像度テスト

で入力データとして用いたテスト波形である．

第 1.3.2.3 図　2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分 05 秒の M7.3 の地震（本震）の SSA 法による解析結果

青緑色の星印は M7.3 の地震の震央を示す．地震発生後の 2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分 09 秒から 01 時 25 分

12.5 秒まで（0.5 秒ごと）の Br 値の分布である．赤色が濃くなるほど Br 値が高いことを示す．活断層の位置を茶

色の実線で示す．
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による日奈久断層帯の北部の高 Br 値の領域は，

断層の動きに伴い発生した地震波の励起源の移動

を見ている可能性があると考えられる．解析対象

である M7.3 の地震の約 32 秒後に大分県中部で

M5.7 の地震が発生している．第 1.3.2.4 図に M5.7
（参考値）の地震の大分県内の 7 観測点における

南北成分の波形記録を示す．波形記録では M5.7
の地震により生じた S 相を認識することができ

るものの，本震により生じた相やコーダ波が混在

し，一部では地震波形が重なっている．このよう

に解析対象の相が認識困難な状況ではあるが，地

震発生時刻付近の Br 値の分布（第 1.3.2.5 図）を

見ると，01 時 25 分 40 秒に大分県中部に高 Br 値
の領域がある．その高 Br 値の領域は，一元化震

源の震央位置とほぼ一致している．Nakamura and 
Aoi（2017）では，本稿と同様に K-NET，KiK-net
観測点の波形データを用いてバックプロジェクシ

ョン解析を行い，大分県中部の地震の震源決定に

成功している．

本稿の SSA 解析により，2016 年 4 月 14 日の

M6.5，本震の両方で一元化震源の震央付近に高

Br 値の領域があることが明らかとなった．本震

では，高 Br 値の領域が布田川断層帯のほか，日

奈久断層帯の北部に及んでいるように見え，地震

波の励起源が日奈久断層帯にも及んでいる可能性

があると考えられる．

第 1.3.2.4 図　2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分 37 秒に大

分県中部で発生した M5.7 の地震の大分県内の

7 観測点の南北成分の地震波形である（観測点

の位置については第 1.3.2.1 図参照）．赤線，青

線は大分県中部の地震の P 相，S 相の理論到達

時刻を示す．灰色の線は同日の 1 時 25 分に熊

本県熊本地方で発生した M7.3 の地震の P 相，

S 相の理論到達時刻を示す．本図のプロットに

は，防災科学技術研究所のデータを使用してい

る．

第 1.3.2.5 図　2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分 37 秒に大分県中部で発生した M5.7 の地震の SSA 法の解析結果である

Br 値の分布

図の左上に解析時刻を示す．緑色の星印が大分県中部の地震の震央で，青緑色の星印が同日同時刻に熊本県熊本

地方で発生した M7.3 の地震の震央である．赤色が濃くなるほど Br 値が高いことを示す．活断層を茶色の実線で

示す．
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1.4　地殻変動 *

陸域観測技術衛星「だいち 2 号」（ALOS-2/

PALSAR-2）を用いた合成開口レーダ（SAR）

干渉解析

1.4.1　はじめに

「 だ い ち 2 号 」（Advanced Land Observing 
Satellite 2，以下，ALOS-2 という．）は 2014 年 5
月 24 日に種子島宇宙センターから打ち上げられ

た陸域観測技術衛星である．先代の「だいち」（以

下，ALOS という．）に引き続き，衛星に搭載さ

れたマイクロ波センサ（PALSAR − 2）を用いた

位相情報を使い，干渉処理を行うことで地殻変

動を計測することが可能である．ALOS − 2 は，

ALOS に比べて回帰日数が大幅に短縮されてお

り，最短で 14 日後に同一地域を同じモードで撮

像することが可能となった．このため，災害時に

おける観測はアーカイブデータさえ存在すれば，

迅速な解析が可能となった．また，ALOS − 2 では，

軌道進行方向に対して左側の観測も可能となり，

対象エリアについて観測の選択肢が大幅に増えた

ことや，ALOS 時には仕様の関係で干渉処理解析

に制約のあった広域観測モード（以下，ScanSAR
という．）についても，原則すべてのデータで解

析可能となり，規模の大きな地震などによる広範

にわたる地殻変動についても，容易な SAR 干渉

解析が可能になった．

本報告では，熊本地震に伴う地殻変動の解析結

果について記載する．

1.4.2　使用データ

気象庁及び気象研究所は国立研究開発法人宇宙

航空研究開発機構（以下，JAXA という．）が主

体となって進めている地震予知連絡会 SAR 解析

ワーキンググループ（地震 SAR 解析 WG）に参

加しており，今回の地震に関する PALSAR − 2 デ

ータは，この枠組みで観測要求・提供が行われ

た．解析に使用したデータは，この枠組みで提

供されたもののほか，一部については，東京大

学と JAXA による共同研究（以下，PIXEL とい

う．）を通じて提供されたデータを使用した．な

*　気象研究所地震津波研究部　安藤 忍

お，SAR 干渉解析については RINC（Ozawa et 
al.，2016）という解析ツールを使用した．処理過

程で必要な地形データについては，国土地理院が

発行している 10m メッシュ（標高）を基にした

楕円体標高モデルを用いた．SAR 干渉解析を行

うには地震発生前後に観測された一対の「干渉ペ

ア」と呼ばれる 2 つのデータが必要である．本報

告で使用したペアを第 1.4.1 表に示す．

1.4.3　SAR 干渉解析結果

規模の大きな地震が複数発生した場合，選択す

る干渉ペアによっては，必ずしも個々の地震に対

応する地殻変動が得られるとは限らない．熊本

地震の場合においても，多くの干渉ペアがやや

規模の大きな地震（4 月 14 日：Mj6.5 と 15 日：

Mj6.4）と規模の大きな地震（4 月 16 日：Mj7.3）
の両方を含む解析結果となってしまうため，本報

告では，これらの各々を挟むペアのみに絞り，以

下に結果を記載する． 
（1）4 月 14，15 日に発生した地震に伴う地殻

変動

第 1.4.1 図に主に 14 日（Mj6.5）と 15 日（Mj6.4）
の地震活動に伴うと考えられる SAR 干渉解析

結果を示す．解析に使用したデータは南行軌道

の左観測のみで，震源域を西側上空から撮像し

た 2014 年 11 月 14 日（今回の一連の地震前）と

2016 年 4 月 15 日（Mj6.4 の地震後かつ Mj7.3 の

地震前）を用いた．その結果，2 つの震央の南

西側で約 15cm の衛星視線方向伸長，北西側で約

8cm の短縮の位相変化が検出された．また，南東

側においても 2-3cm 程度の伸長位相変化が検出

されたほか，布田川断層帯と日奈久断層帯沿いに

おいても衛星視線方向伸長の位相変化が検出され

た．なお，位相の不連続は確認できないことから，

地表面まで達している断層はないと考えられる．

（2）4月 16 日に発生した地震に伴う地殻変動

第 1.4.2 図に主に 16 日（Mj7.3）の地震活動に

伴う SAR 干渉解析結果を示す．解析に用いたデ

ータは，4 月 15 日 0 時 3 分に発生した Mj6.4 の

地震後かつ 16 日 1 時 25 分に発生した Mj7.3 の地
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震前に撮像されたデータと 4 月 29 日に撮像され

たデータを用いた．

南行軌道左観測（震源域の西側上空）の解析で

は，布田川断層帯沿いの北側で，2m 弱の衛星視

線方向伸長位相変化と阿蘇山北側で 20cm 以上の

衛星視線方向短縮の位相変化が検出された．また，

断層帯の南側では，大局的には短縮の位相変化が

検出されているが，断層帯近傍を細かく見ると，

位相短縮と伸長が混在しており，複雑な地殻変動

の結果が判読できる．

北行軌道左観測（震源域の東側上空） の解析で

は，布田川断層帯の北側で約 150cm の衛星視線

方向伸長の位相変化が検出されたが，その西側

の熊本市の市街地付近では，15cm 程度，東側の

阿蘇山の北西側では， 50cm 弱の衛星視線方向短

縮の位相変化が検出された．さらに阿蘇山付近と

布田川断層帯の南側では，60cm 程度，日奈久断

層の西側では，10cm 程度の衛星視線方向伸長の

位相変化が検出された．また，2 方向からの SAR
干渉解析結果が得られたので， 2 つの解析を合成

した 2.5 次元解析（Fujiwara et al.，2000）も行っ

た（第 1.4.3 図）．国土地理院の電子基準点「五木」

付近を無変動と仮定すると，準東西方向では，布

田川断層帯に沿って，北側で東向き，南側で西向

き成分の顕著な地殻変動が得られた．また，準上

下方向では，布田川断層の北側で顕著な沈降成分

の変動が得られたほか，断層の南側と阿蘇山の

北西側で，隆起成分の変動が検出された．また，

2.5 次元解析で計算された範囲内における国土地

理院の GNSS 観測点における変位量との比較を

第 1.4.4 図に示す．熊本県北などで一部変位量の

不一致があるが，断層近傍では概ね整合的であり，

今回の地震が右横ずれ断層運動であることと調和

的である．

（3）余効変動

第 1.4.5 図に本震以降に撮像されたデータを用

いた SAR 干渉解析結果を示す． 前震及び本震を

挟むパスとは異なり，衛星視線方向の入射角など

が異なるが，主に布田川断層沿いに熊本市から阿

蘇山にかけて顕著な位相変化が検出された．最短

ペア（14 日）の変化量は最大で 5cm 程度の衛星

視線方向伸長であった．また，布田川断層帯の南

側に位置する緑川断層帯付近においても，衛星視

線方向伸長の位相変化が見られるが，標高に相関

した位相変化の可能性もあり，実際の地殻変動か

どうかは不明である．なお，本震を挟むペアと同

様に，2 方向からの SAR 干渉解析結果が得られ

たため，2.5 次元解析を行った（第 1.4.6 図）．無

変動と仮定した場所は，同じく国土地理院の電子

基準点「五木」付近とした．その結果，準東西方

向の結果では，全体的に東向きの変動が主体であ

るが，布田川断層帯と日奈久断層帯が交じわる地

域で西向きの変動が検出された．また，日奈久断

層の南西端部分においても西向きの変動が顕著で

ある．一方，準上下方向の結果では，布田川断層

帯の南側では，隆起傾向があるものの，日奈久断

層帯との交差付近の北側では，沈降成分が卓越し

ていることがわかった．また，阿蘇山カルデラ内

※ Des.：Descending（南行軌道），Asc.：Ascending（北行軌道），L ：Left（左観測），R：Right（右観測）

第 1.4.1 表　解析に使用した SAR データ
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第 1.4.1 図　2 つの地震（4/14:Mj6.5, 4/15:Mj6.4）を含む SAR 干渉解析結果（南行軌道左観測）

図中の星印は 2 つの前震の震央位置，白丸は M4 以上の一元化震源による震央位置，震源球はセントロイ

ド位置を示す．白線は活断層，白三角は火山の山頂位置を示す．赤丸は国土地理院の GNSS 観測点を示す．

なお，本節のデータのプロットにあたっては PALSAR-2 のデータ等，気象庁以外の機関のデータを使用し

ている（第 1.4.2 項 使用データ参照）．
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第 1.4.2 図　4/16（Mj:7.3）に発生した地震における SAR 干渉解析結果（上：北行軌道左観測，下：南行軌

道左観測）

図中の凡例は，第 1.4.1 図と同じ．
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第 1.4.3 図　4/16（Mj7.3）に発生した地震における 2.5 次元解析結果（上：準東西方向，下：準上下方向）

図中の星印は震央，震源球はセントロイド位置を示す．白線は活断層，白三角は火山の山頂位置を示す．

赤丸は国土地理院の GNSS 観測点，橙四角は無変動と仮定した地点を示す．
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第 1.4.4 図　国土地理院の GNSS 観測点における 2.5 次元解析結果と GNSS 変位量の比較

赤矢印：GNSS 観測点「五木」を基準とした各 GNSS 観測点の変位量．青矢印：橙四角を基準とした各

GNSS 観測点における 2.5 次元解析結果から計算された変位量．
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第 1.4.5 図　4/16（Mj7.3）に発生した地震後の SAR 干渉解析結果（上：北行軌道右観測，下：南行軌道右観測）

図中の凡例は，第 1.4.1 図と同じ．
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第 1.4.6 図　4/16（Mj7.3）に発生した地震後の 2.5 次元解析結果（上：準東西方向，下：準上下方向）

図中の凡例は，第 1.4.3 図と同じ．
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の北側部分でも沈降成分が検出された．なお，緑

川断層帯付近に沿っても沈降成分が確認できる

が，北行右観測の観測結果を踏まえるとノイズの

可能性を否定できない．

1.4.4　震源過程解析（第 1.3.1 項）結果との

比較

次に，近地の地震波形を用いた震源過程解析結

果により推定された震源断層モデルを使った干渉

縞を作成し，観測結果と比較した．

2 つの前震に伴う地殻変動では，震源過程解析

で推定された震源断層モデルにより得られた干渉

パターンの方が位相変化量は過小であるが，衛星

視線方向伸長及び短縮の領域は概ね整合性がとれ

ていることがわかった（第 1.4.7 図）．

同じく本震に伴う地殻変動でも，大局的な干渉

パターンは調和的であるものの，震源過程解析で

得られた震源断層モデルによる位相変化では特に

断層帯近傍において過小評価となった（第 1.4.8
図）．これらの原因のひとつとしては，干渉処理

に用いたペアの期間内には，多くの余震活動が含

まれていることや，地震発生後に二次的に引き起

こされた地表面変化（例えば，地滑りなど）が含

まれることに対し，震源過程解析では，対象地震

の波形に限定された解析であることや解析に使用

した周波数帯が限定されていることが考えられ

る．また，南行左観測では，観測領域外のため不

明瞭であるが，北行左観測において，阿蘇山周辺

の干渉縞がモデルと不整合となっていることが明

らかである．矢来ほか（2016）の報告では，阿蘇

山のカルデラ内に南東傾斜の別の矩形断層を仮定

することで干渉縞の説明が可能としており，震源

過程解析の推定では，この辺りが表現されていな

い可能性がある．しかしながら，2 つの前震に伴

う地殻変動，本震に伴う地殻変動のいずれについ

ても，変位量の差こそ大きいものの，震源過程解

析で推定された断層面から得られた大局的なパタ

ーンは合致していることがわかった．

1.4.5　相関画像を用いた被害地域の推定

干渉画像を解析する際，画像ピクセル単位での

位置合わせが非常に重要な作業となる．この位置

合わせにおいて，出力される 2 枚の画像の相関度

を用いて，地震の影響による地形変化，すなわち

被害地域の検出を試みた．計算には Watanabe et 
al.（2015）による次式のインデックスを利用した．

････ ①

一般的に相関画像の出力値は低い相関を示す 0
から高い相関を示す 1 までの値をとる．地震前後

（data1）及び地震後（data2）の相関画像を用いて

①式を利用することで，より相関度の低い部分

（Index 値は正）を明瞭に抽出することができる．

その結果，布田川断層帯に沿って，より相関度の

低い場所が検出され，東端は阿蘇山のカルデラ内

にまで到達していることがわかった（第1.4.9図）． 
これらの結果は，国土地理院による航空写真判読

で得られた布田川断層帯周辺の地表の亀裂分布図

（国土地理院，2016）ともよく一致しており，地

表地震断層や斜面の崩落などにより生じたもので

あると考えられる．
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第 1.4.7 図　2 つの前震に伴う干渉パターンの比較結果（左：観測値，中：震源過程解析で得られた断層モデルか

ら得られる干渉パターン，右：残差）

第 1.4.8 図　本震に伴う干渉パターンの比較結果（上段：北行左観測，下段：南行左観測，左：観測値，中：震源

過程解析で得られた断層モデルから得られる干渉パターン，右：残差）
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第 1.4.9 図　前震と本震を挟むペアと本震後のペアを用いた相関度結果

図中の凡例は，第 1.4.1 図と同じ．
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1.5　地震活動等

1.5.1　平成 28 年（2016 年）熊本地震の地震

活動

1.5.1.1　地震の発生状況と分布 *

(1) 一連の地震の発生状況

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に，熊本県熊本地

方で M6.5 の地震（深さ 11km，最大震度 7）が発

生した．また，この約 28 時間後の 4 月 16 日 01
時 25 分に，M6.5 の震央付近で M7.3 の地震（深

さ 12km，最大震度 7）が発生した．これらの発

*　地震火山部地震予知情報課　武田 清史

第 1.5.1.1 図　熊本地震の地震活動（深さ 20km 以浅，M ≧ 2.0）
（a）震央分布（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日 24 時 00 分）

 2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分以降の震源を赤，それ以前を青で表示し，M5.0 以上の地震を濃く，前面に 
　　　している．なお，2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分の大分県中部の地震は，M7.3 の地震の発生直後に発生した 
　　　ものであり，M の値は参考値である．

　 吹き出しは，以下のいずれかに該当する地震に付加した．

　　　・最大震度 6 弱以上を観測した地震

　　　・領域 a1 ～ a3 内のそれぞれで最大規模の地震

　　  発震機構解は CMT 解を表示している．図中の青，緑，茶色の線は，地震調査委員会の長期評価（https://
www.jishin.go.jp/evaluation/long_term_evaluation/）による活断層を示している．

（b）領域 a1（大分県中部）内の MT・回数積算図

（c）領域 a2（熊本県阿蘇地方）内の MT・回数積算図

（d）領域 a3（熊本県熊本地方）内の MT・回数積算図

（e）領域 a 内の時空間分布（A-B 方向投影）

（f）領域 a 内の MT・回数積算図

（g）領域 a 内の時空間分布（A-B 方向投影，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 4 月 30 日 24 時 00 分）

（h）領域 a 内の MT・回数積算図（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 4 月 30 日 24 時 00 分）

震機構（CMT 解）は，いずれも横ずれ断層型で，

張力軸の向きは，前者が北北西－南南東方向，後

者が南北方向である（第 1.5.1.1 図（a））．
4 月 14 日の M6.5 の地震発生以降，熊本県熊本

地方（領域 a3）で地震活動が活発になり，約 3
時間後の 15 日 00 時 03 分にも M6.4 の地震（最

大震度 6 強）が発生し，その後，4 月 16 日 01 時

25 分に一連の地震活動の本震である M7.3 の地震

が発生した．本震発生以降は，熊本県熊本地方

に加え，熊本県阿蘇地方（領域 a2），大分県中部



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 47 －

第 1.5.1.1 図 続き　熊本地震の地震活動（深さ 20km 以浅，M ≧ 2.0）
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（領域 a1）等にかけての広い範囲で地震活動が活

発となった（第 1.5.1.1 図（e）～（h））．4 月 16
日 01 時 25 分（M7.3 の地震発生の約 30 秒後）に

大分県中部で M5.7（参考値）の地震，同日 03 時

55 分に熊本県阿蘇地方で M5.8 の地震（最大震度

6 強）が発生するなど，2017 年 4 月 30 日までに

最大震度 5 弱以上を観測した地震が 24 回，M5.0
以上の地震が 20 回発生した．また，2017 年 4 月

30 日までに一連の活動域（領域 a）で発生した

M2.0 以上の地震は約 6,900 回である．一連の地

震活動は，2016 年 4 月は活発な状態であったが，

2016 年 5 月以降は全体として減衰傾向となった．

2017 年 4 月 30 日現在，熊本県熊本地方（領域

a3）及び熊本県阿蘇地方（領域 a2）の活動は減

衰しつつも継続しており，大分県中部（領域 a1）
の活動は 2016 年 5 月以降低下した状態が続いて

いる（第 1.5.1.1 図（b）～（d））．
今回の一連の活動では，4 月 14 日の M6.5 の地

震後，2 日以内で M6.0 以上の地震が 2 回発生し

ており，これまでの最大規模の地震は 4 月 16 日

に発生した M7.3 の地震である．気象庁震源カタ

ログが整備されている 1923 年以降で，内陸及び

沿岸の深さ 30km 以浅に発生した M6.5 以上の地

震後の地震活動（地震調査研究推進本部地震調査

委員会（2016a）の表 2 に記載された熊本地震を

含む 36 事例）をみると，最初の地震後 30 日以内

で M6.0 以上の地震が 2 回以上発生したのは，他

に 4 事例ある（1927 年 3 月 7 日北丹後地震：2 回，

1939 年 5 月 1 日男鹿地震：2 回，1943 年 9 月 10
日鳥取地震：2 回，平成 16 年（2004 年）新潟県

中越地震：3 回）．このうち，北丹後地震を除く 3
事例では，いずれも当初 4 日以内に M6.0 以上の

地震が発生している．一方，同表の全 36 事例で

後続の地震の規模が最初の地震の規模を上回った

のは今回が初めてであった．また，一連の活動で

最大震度 7 を 2 回観測したのは，観測点密度の差

はあるが，震度階級に震度 7 が加わった 1949 年

以降で初めてのことであった．

(2) 熊本県熊本地方の地震活動

一連の地震活動において，最初に活動が始まっ

た熊本県熊本地方では，発生当初 2 ～ 3 日で特に

活発な活動がみられ，以下 3 回の M6.0 以上の地

震が発生した．

① 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分 34.4 秒

　　北緯 32 度 44.5 分，東経 130 度 48.5 分

　　深さ 11km，M6.5　【最大震度 7】
② 2016 年 4 月 15 日 00 時 03 分 46.4 秒

　　北緯 32 度 42.0 分，東経 130 度 46.7 分

　　深さ 7km，M6.4　【最大震度 6 強】

③ 2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分 5.5 秒

　　北緯 32 度 45.3 分，東経 130 度 45.8 分

　　深さ 12km，M7.3　【最大震度 7】
①の地震は，日奈久断層帯（高野－白旗区間）

の北東端付近を震源として発生した．その後，②

の地震が発生するまでに布田川断層帯（布田川

区間）の南西部から日奈久断層帯（日奈久区間）

の北東端付近にかけ，北北東－南南西方向に延

びる長さ約 17km，幅約 3km の範囲で地震活動が

活発となった．①の地震の発震機構は，初動解，

CMT 解ともに概ね南北方向に張力軸を持つ横ず

れ断層型で，CMT 解析によって求められたモー

メントマグニチュード（Mw）は 6.2 であった．

地震活動の分布の方向に近い走向の節面は，初動

解が南東傾斜，CMT 解が北西傾斜と傾斜方向は

異なるもののいずれも高角であり，日奈久断層帯

の走向に直交してとった鉛直断面図でみえる高角

な震源分布と整合している（第 1.5.1.2 図）．

これに続き，②の地震は，日奈久断層帯（高野

－白旗区間）の南西端付近を震源として発生し，

地震活動が活発な領域は，③の地震が発生するま

でに，長さ約 20km，幅約 5km の範囲に広がった．

②の地震の発震機構は，初動解，CMT 解ともに

概ね北北西－南南東方向に張力軸を持つ横ずれ断

層型で，CMT 解析によって求められた Mw は 6.0
であった．地震活動の分布の方向に近い走向の節

面は，日奈久断層帯の走向に直交してとった鉛直

断面図にみられる概ね北西傾斜の高角な震源分布

と整合している（第 1.5.1.3 図）．

③の地震は，それまでの活発な前震活動の領域

に隣接する布田川断層帯（布田川区間）の西端付

近を震源として発生し，活発な地震活動は③の震

央を中心に北東－南西方向及び北北東－南南西方

向に延びる約 30km の範囲のほかにも，熊本県阿
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第 1.5.1.2 図　2017 年 4 月 14 日の M6.5 の地震とその後の地震活動の震央分布（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分

～ 15 日 00 時 02 分，深さ 20km 以浅，M ≧ 2.0），矩形内の断面図（中図：A-B 方向，右図：B-C 方向），

M6.5 の地震の発震機構（左：初動解，右：CMT 解）

第 1.5.1.3 図　2017 年 4 月 14 日の M6.5 の地震及び 4 月 15 日の M6.4 の地震とその後の地震活動の震央分布（2016
年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 16 日 01 時 24 分，深さ 20km 以浅，M ≧ 2.0），矩形内の断面図（中図：A-B 方向，

右図：B-C 方向），M6.4 の地震の発震機構（左：初動解，右：CMT 解）

M6.4 の地震発生以降の震源を緑，それより前を薄い青で示した．
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蘇地方や大分県中部など広範囲に拡大した．ま

た，深さ方向でも 15km を超え，より深部まで活

動域が広がった．③の地震の発震機構は，初動解

は北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で

あった．一方，CMT 解は南北方向に張力軸を持

つ型で，非ダブルカップル成分比（ε）が +0.28（第

3.3.3 図参照）と大きく，Mw は 7.0 であった．ε
＞ 0 は伸張力が卓越している場合に対応する（川

勝，1991）．③の地震後の活発な活動では，③の

震央を中心に，布田川断層帯・日奈久断層帯の両

方に沿う分布が認められる．このうち，布田川断

層帯沿いの分布断面には，はっきりとした傾斜方

向は認められないが，日奈久断層帯沿いでは②の

地震後と同様，概ね北西傾斜の高角な震源分布と

なっており，発震機構解の節面の 1 つと整合して

いる（第 1.5.1.4 図）．

これらの震源分布と発震機構より，①，②の地

震の震源断層は，北北東－南南西走向の高角な右

横ずれ断層，③の地震は，概ね北東－南西走向の

右横ずれ断層が推定される．国土地理院の GNSS
観測結果では，①，②の地震後に，震央の西に位

置する城南観測点で北北東方向に約 20cm の移動

などの地殻変動，③の地震後に，布田川断層帯を

はさんで南側の長陽観測点で南西方向に約 98cm
の移動と上下方向に約 24cm の隆起，北側の熊本

観測点で東北東方向に約 76cm の移動と上下方向

に約 19cm の沈降などの地殻変動がそれぞれ観測

された（檜山ほか，2016）．また，前項で示され

たとおり，陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2 号」

による合成開口レーダー画像の解析結果でも，①，

第 1.5.1.4 図　2017 年 4 月 14 日の M6.5 の地震，4 月 15 日の M6.4 の地震及び 4 月 16 日の M7.3 の地震とその

後の地震活動の震央分布（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 16 日 24 時 00 分，深さ 20km 以浅，M ≧ 2.0），
矩形内の断面図（中上図：領域ａ内 A-B 方向，右上図：領域ａ内 B-C 方向，左下図：領域ｂ内 D-E 方向，

中下図：領域ｂ内 D-F 方向），領域ａ内の MT 図，M7.3 の地震の発震機構（左：初動解，右：CMT 解）

M6.4 の地震発生より前の震源を薄い青，M6.4 の地震発生～ M7.3 の地震発生より前の震源を緑，M7.3 の地震

発生以降の震源を赤で示した．
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②の地震に伴って，これらの震央の北西側で約

8cm の衛星に近づく向き，南西側で約 15cm の衛

星から遠ざかる向きの地殻変動が，③の地震を含

む地震活動に伴って，布田川断層帯に沿って北側

で東向き成分，南側で西向き成分の顕著な地殻変

動，布田川断層の北側で顕著な沈降成分，南側で

隆起成分などの地殻変動がそれぞれ検出された

（第 1.4.1 項参照）．これらの地殻変動観測結果は，

前述の震源分布と発震機構から推定される震源断

層と整合している． 
これら M6.0 以上の地震と活断層との関係に

ついて，地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2016b）は，①，②の地震は日奈久断層帯（高野

－白旗区間）の活動，③の地震は主に布田川断層

帯（布田川区間）の活動によると考えられる旨，

評価した．また，国立研究開発法人産業技術総合

研究所は，現地調査の結果，日奈久断層帯（高野

－白旗区間）の北部約 6km にわたる範囲と，布

田川断層帯（布田川区間）をやや超える約 28km
にわたる範囲で地表地震断層の出現を確認したほ

か，布田川断層帯の南側では，正断層成分を含む

地表変位が広く認められたと報告した（産業技術

総合研究所，2016）．
一連の熊本地震のうち，主に熊本地方で発生し

た地震の回数について過去の活動との比較を行っ

た．第 1.5.1.5 図には，内陸及び沿岸域で最近約

20 年間に発生した M6.6 ～ M7.3 の主な地震活動

（平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の

余震活動を除く）における，M3.5 以上の地震の

積算回数比較を示した．熊本地震では，発生当初

から最初の地震の規模（M6.5）の割には， M7 ク

ラスで地震活動が活発な事例と同程度の活発さで

推移し，本震発生後はさらに活発となって，発生

後 1 年間の M3.5 以上の地震回数は 300 回を超え，

活発な地震活動が続いた平成 16（2004 年）新潟

県中越地震よりも多くなっている．

また，主に熊本地方の地震活動について，地震

活動の時間的減衰の程度を示す大森・宇津公式（宇

津，1957；Utsu，1961）のパラメータ p 値を求め

た（第 1.5.1.6 図）．本震の発生前後で減衰状況が

大きく変化するため，大森・宇津公式を拡張して

M6.5 以降と M7.3 以降の二つの系列を重ね合わせ

たモデルにあてはめると，活動開始から約 1 年間

のデータを用いた場合は，前者の p 値が 1.17，後

者が 1.02 であった．一方，活動の初期に着目して，

活動開始から本震発生前までのデータを用いてあ

てはめた場合の p 値は 1.58 であった．内陸の余

震活動の標準的な p 値は 1.03（細野，2006）であ

り，標準誤差は大きいものの M7.3 の地震発生前

までの地震活動の p 値は標準的な値よりも 0.5 程

第 1.5.1.5 図　地震活動の回数比較（M3.5 以上．左図：2016 年 4 月 14 日から 7 日間，右図：活動開始から約 1 年間）

陸域及び沿岸域における，最近約 20 年の M7 クラスの地震後の地震活動の回数積算図を並べて示した．熊本

地震は，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分の地震からの経過日数及び主に熊本県熊本地方における積算回数を示して

おり，2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分の地震 (M7.3) の発生直前までの積算回数は 76 回である．
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度大きい．これは，M6.5 の地震発生後に活発だ

った活動が通常よりも急速に減衰してきていたこ

とを示しており，M7.3 の地震発生前に相対的に

静穏化していた可能性がある．

さらに，主に熊本地方の地震活動について，

規模別に並べた地震回数の分布を表すグーテン

ベルク・リヒターの式（G-R 式，Gutenberg and 
Richter，1941）のパラメータ b 値について求めた

（第 1.5.1.7 図）．2017 年 4 月 30 日までの全期間で

求めた b 値は 0.85 で，内陸の余震活動の標準的

第 1.5.1.6 図　地震の積算回数と大森・宇津公式へのあてはめ結果（M ≧ 3.0）
左図：全期間（2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震発生～ 2017 年 4 月 30 日）であてはめた結果

右図：2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震発生～ 2016 年 4 月 16 日の M7.3 の地震発生前であてはめた結果（赤） 
　　　   と全期間であてはめた結果（緑）との比較

黒線は地震の積算回数，緑線と赤線は大森・宇津公式のあてはめ結果を示す．

第 1.5.1.7 図　期間別の b 値比較（M ≧ 3.0）
左図：2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震発生～ 2017 年 4 月 30 日

中図：2016 年 4 月 14 日の M6.5 の地震発生～ 2016 年 4 月 16 日の M7.3 の地震発生前

右図：2016 年 4 月 16 日の M7.3 の地震発生～ 2017 年 4 月 30 日

青丸は当該 M 以上の地震の積算回数，白丸は当該 M の地震回数を示す．
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な b 値である 0.83（細野，2006）に近い値である．

一方，M7.3 の地震の発生前後で期間を分けて b
値を求めると，M7.3 の地震発生前の b 値が 0.72，
発生以降が 0.88 となる．赤池情報量基準（AIC， 
Akaike，1974）を用いてこの差異の有意性につい

て検定を行うと，

ΔAIC ＝（期間分割した場合の AIC）
　　　　－（期間分割しない場合の AIC）

においてΔAIC は -3.590 となり，b 値の差は有

意となった（有意水準 2.25％）．ただし，期間後

半（M7.3 の地震発生以降）の期末を 2016 年 6 月

6 日まで短縮すると b 値の差は 5％の有意水準を

超えないため，M7.3 の地震発生前後で b 値が顕

著に変化したわけではないと考えらえる．

前震活動など，大地震発生前の前駆的活動にお

いては，直前に静穏な状態が生じたことや b 値の

低下がみられたことを指摘する報告がある（例え

ば，前者は吉田（1990），後者は弘瀬・前田（2011）
など）．前述のように，熊本地震における M7.3
の地震発生前の地震活動の p 値と b 値は内陸の余

震活動の標準的な値とやや異なる様子がみられる

が，近年の大地震後の地震活動とそのパラメータ

（地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016a）
の表 6）を参照すると，今回と同程度やそれ以上

標準値から外れた値でも，より大きな規模の地震

発生には至らなかった事例もある（例えば，p 値

は 2007 年 4 月 20 日の宮古島北西沖の地震（p 値

＝ 2.06），b 値は 2004 年 12 月 14 日留萌支庁南部

の地震（b 値＝ 0.72）など）．
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1.5.1.2　震源分布の詳細 *

（1）波形相関を用いた DD 法により再決定され

た震源による熊本県熊本地方の震源分布

熊本地震の活動域のうち，概ね阿蘇地方より東

を除いた地域（第 1.5.1.8 図の矩形内）について 
Waldhauser and Ellsworth（2000）による Double-
Difference 法（以下 DD 法とする）を使用して震

源再計算を行った．各地震発生時から 1 分間の

上下動の波形を使用し，2016/4/14 から 2017/4/30
までの気象庁一元化震源から M1.7 以上の地震約

7,000 個について震源再計算を実施し，このうち

6,800 個余りの地震を再決定した（第 1.5.1.9 図）．

DD 法による震源は，傾斜の異なる複数の断面

が存在するなど，複雑な分布となっている．これ

は，複数の活断層が複雑に配列している布田川断

層帯と日奈久断層帯の会合部付近の活断層が活動

したことと，さらにもともと微小地震活動があっ

た熊本平野などで活発な地震活動が発生したこと

によると考えられる．また，発生当初 2 ～ 3 日に

計 3 回の M6.0 以上の地震（以下，これら地震を

本稿第 1.5.1.1 目同様に①，②及び③と呼ぶこと

とする）を観測するなど，熊本地震は時間的にも

複雑な地震活動として経過した．ここでは，主に

*　地震火山部地震予知情報課　野坂 大輔（現　松江地方気象台）

　  地震火山部地震予知情報課　一條 和宏

熊本地震発生初期の地震活動の経過を中心に，地

震活動と活断層との関連等について考察する． 
なお，①の地震発生から②の地震発生前ま

で（2016/4/14/ 21:26 – 2016/4/15 00:02） を 期 間

１，その後③の地震発生前まで（2016/4/15 00:03 
– 2016/4/16 01:24）を期間２，③の地震発生後

（2016/4/16 01:25 – 2016/4/30 24:00）を期間３，と

それぞれ区分する．以下では期間１～３それぞれ

についての地震活動を考察する．また，布田川

断層中央部以西の地域を地震活動の特徴や活断

層の区間により領域 A ～ F に区分して考察する．

ぞれぞれの期間と領域ごとの震源の断面図を第

1.5.1.10 図に示す．

期間１の地震活動

①の地震は，布田川断層と北甘木断層の分岐点

に近い高野断層付近（領域 C）を震央とする．こ

の地震が発生してから，②の地震発生までの約 2
時間半の間の地震活動は，①の地震の震央をほぼ

中心として北東－南西方向に延びた範囲であり，

第 1.5.1.8 図　DD 法による震源再計算を行った範囲

（2016/4/14 - 2017/4/30）

第 1.5.1.9 図　DD 法による震源再計算結果震央分布図

（2016/4/14 - 2017/4/30）
矩形領域内の布田川断層帯を青線，日奈久断層帯を

緑線で示している．
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木山断層と布田川断層の分岐点の益城町津森付近

を北東端とし，北甘木断層分岐点を経て，高野断

層の西端である緑川を超え，白旗断層北部（領域

D）にあたる城南町と宇城市の境界付近を南西端

とする．①の地震の震央を含む高野断層（領域 C）
付近では，深さ 9km 付近より深い部分で高角の

南東傾斜の震源分布が見られる．それより浅い部

分とは傾斜が異なっており，断層面が複雑な形状

だったことが示唆される．①の地震の震源は深さ

約 12km であり，南東傾斜の部分にあたる．これ

はこの地震の初動発震機構解の節面のひとつと整

合的である．これに対し，期間１の地震活動域南

西端の白旗断層北部（領域 D）では高角北西傾斜

の震源分布となっている．このことから期間１に

おいては，領域 C 及び D において，異なる傾斜

の断層が動いたことが示唆される． 

期間２の地震活動

②の地震は白旗断層北部（領域 D）の緑川付近

で発生した．この地震の初動発震機構解の節面の

ひとつは高角の北西傾斜であり，この付近の震

源分布と整合的である．震源の深さは約 6km と，

周辺の地震活動に比べやや浅めであることから，

主に白旗断層北部（領域 D）の浅い部分がずれ動

いたものと考えられる．震源断面図（第 1.5.1.10
図）の領域 D の図を参照すると，期間２で地震

が多く発生している領域には期間３の地震も集中

して発生していることから，②の地震の震源は③

の地震で動いた断層面とほぼ同一面上にあると考

えられる．②の地震発生に伴い白旗断層北部（領

域 D）では地震活動がやや活発となったが，地震

活動の範囲は①の地震発生後の活動領域と比べて

顕著な拡大は見られない．しかしながら，直後に

③の地震で大きくずれ動くことになる布田川断層

中央部（領域 A）付近で，M4 クラスの散発的な

地震活動が発生している．

期間３の地震活動

③の地震は，北甘木断層（領域 C）西端付近で

発生した．震源過程解析（本稿第 1.3.1 項）等の

結果から，布田川断層（領域 A）をその東端まで

破壊し，同時に高野断層（領域 C）と白旗断層（領

域 D 及び C）もずれ動いたとされる．地震活動

域は一挙に拡大し，日奈久断層南西部（領域Ｆ）

から八代海，熊本平野を超えて有明海，阿蘇山北

東部から別府平野にまで及んだ．

領域 F での活動の開始

日奈久断層が存在する領域Ｆにおいては，③の

地震発生前にはほとんど地震活動が見られず，③

第 1.5.1.10 図　各領域の期間別 DD 法再計算結果の震

源断面図．断面の方向は N60W – N120E．
期間区分は以下のとおり．

期間１：2016/4/14 21:26 – 2016/4/15 00:02
期間２：2016/4/15 00:03 – 2016/4/16 01:24
期間３：2016/4/16 01:25 – 2017/4/30 24:00
領域区分は第 1.5.1.9 図に示した矩形領域で活断層

との対応は概ね以下のとおり．

領域 A：布田川断層中央部

領域 B：布田川断層南西端，木山断層

領域 C：高野断層，北甘木断層

領域 D：白旗断層北部

領域 E：白旗断層南部

領域 F：日奈久断層

①，②及び③の地震の初動発震機構解の断層面投影

図を期間 1，２及び３にそれぞれ示している．
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の地震発生後に活発な地震活動が始まった．震

央分布図（第 1.5.1.9 図）では線状ではなくクラ

スター状に見える地震活動で，震源断面図（第

1.5.1.10 図）では高角北西傾斜の面上に震源が分

布しているように見えるが，その面はそれほど明

瞭ではない．震源過程解析（本稿第 1.3.1 項）か

ら③の断層運動は領域 F にはほとんど及んでい

ないと考えられるので，主として③の地震に影響

された地震活動であると考えられる．領域Ｆで発

生した地震は最大でも M5.5 であり，地震調査研

究推進本部地震調査委員会（2016b）によって日

奈久断層で想定されている最大規模 M7 クラスに

は到底達していない．

領域 E での活動の開始

領域 E には白旗断層南部が位置する．③の地

震発生以前は地震活動が目立たなかったが，③の

地震発生後に活発な地震活動が始まった．震源断

面図（第 1.5.1.10 図）を見ると，領域 E では震源

分布が平行した 2 つの面状に延びている．震源過

程解析（本稿第 1.3.1 項）等から③の地震の断層

破壊は領域Ｅまで及んでいた可能性があり，③の

地震により活発化して発生した活動であると考え

られる．また，平行した 2 つの面での地震活動が

見られることから，平行分岐した断層が活動した

可能性も考えられる．

領域 D（白旗断層北部）での活動活発化と深部方

向への拡大，及び西側地殻内での地震活動の開始

期間１で断層がずれ動いたと考えられる領域

D では，周囲の地震活動分布から③の地震でも

断層が活動したと考えられる．震源断面図（第

1.5.1.10 図）に示したように，期間１以降に発生

していた断層面上での地震活動は，③の地震以

降，深さ方向へも拡大し，活発となった．また深

さ 15km 付近で断層面の折れ曲がりが見られ，そ

こより深い部分でやや南東傾斜の震源分布となっ

ている．また，前述したように，震源断面図（第

1.5.1.10 図）を見る限り，②及び③の地震のすべ

りはほぼ同一面上で起こったと考えられる．ま

た，西側の熊本平野から有明海へと地震活動が始

まり，深さ 10km 付近の地殻内で地震活動が活発

化した．

領域 C-B（高野断層）での新たな断層面の出現と

①及び②の地震の断層面上での活動低下，及び西

側地殻内での地震活動の開始

①の地震が発生した高野断層付近では周囲の地

震活動分布から③の地震でも断層がずれ動いたと

考えられる．ただし，震源断面図（第 1.5.1.10 図）

に示したように③の地震の断層面の地震分布は白

旗断層北部（領域 D）と同様の北西傾斜であり，

この付近では南東傾斜だった②の地震の断層面と

は異なる．③の地震の北西傾斜の断層面の深部で

は，やはり白旗断層北部（領域 D）から連続する

と思われる断層面の折れ曲がりが見られる．折れ

曲がりが起こる点の深さは北へ向けて浅くなる傾

向がある．この折れ曲がった南東傾斜面は，②の

地震の南東傾斜断層面での地震活動の西側に位置

する．なお，②の地震の南東傾斜断層面での地震

活動は，③の地震発生後はその活動が顕著に低下

している．ただし，これは大規模な地震発生によ

る極めて活発な地震活動によって検知力が低下し

た結果であることも否定できない．また，西側の

熊本平野北部から有明海へかけて地震活動が始ま

り，深さ 5km 付近の地殻内で活動が活発化した．

領域 A（布田川断層）②及び③の地震に伴う地震

活動の開始

布田川断層中央部が位置する領域 A では，期

間１においては地震活動が目立たなかったが，②

の地震発生以降に地震活動が活発化した．また，

③の地震では布田川断層が大きくずれ動き，地震

活動が極めて活発となった．

以上の震源再決定で得られた震源分布及び震源

過程解析（本稿第 1.3.1 項）の結果等から，① -
③の地震，及びそれぞれで活動した活断層との関

係について以下にまとめる．

・①及び②の地震では，領域 D から B にかけ，

白旗断層北部，高野断層，布田川断層西端部がず

れ動いたと考えられる．また，領域 C 及び D に

存在する北甘木断層，木山断層も活動した可能性

がある．なお，領域 C 及び D（それぞれ高野断

層と白旗断層北部が位置する）では，期間１の地

震分布から走向や傾斜の異なる複数の断層が同時

にずれ動いた可能性がある．

・③の地震では領域 C，D 及び E（それぞれ高野
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断層，白旗断層北部及び白旗断層南部が位置する）

が北西傾斜の断層面で一体となってずれ動いたと

考えられる．震源断面図（第 1.5.1.10 図）に示し

たように，領域 C 及び D では下端で南東傾斜方

向への折れ曲がりが見られるほか，領域 E（白旗

断層南部が位置する）では 2 重の平行面が見られ

るなど，複雑な断層形状が示唆される．

・領域 C では，①及び②の地震で主として動いた

断層面と③の地震で主として動いた断層面が異な

ると考えられる．高野断層が存在する領域Cでは，

複数の活断層が複雑に配列し，複雑な構造となっ

ている可能性がある．

・一方で，領域 D では②の地震と③の地震の断層

面が概ね同じであるとみられる．ただし，後者で

はより大きな範囲がずれ動いた．

・領域 D（白旗断層北部）では，①及び②の地震

でずれ動き，さらに③の地震発生時のすべり量が

大きかったが，領域 E（白旗断層南部）において

は①及び②の地震では動かず，③の地震でもすべ

り量が比較的小さかった．

（2）DD 法により再決定された震源による熊本

県阿蘇地方付近の震源分布

ア . 手法及びデータ

熊本県阿蘇地方付近の地震活動について，DD
法による震源の再決定を行った．再決定の対象と

したのは，気象庁一元化震源のうち，第 1.5.1.11
図の矩形領域内の地震 6,750 個である．このうち，

最終的に 6,588 個の震源が再決定された．DD 法

による初期入力震源としては，地震活動域近傍の

15 か所の定常観測点（国立研究開発法人防災科

学技術研究所 11 点，国立大学法人九州大学 2 点，

気象庁 2 点）の P 波及び S 波の検測値を用いて

気象庁の一元化震源の処理と同様な震源決定手法

（上野ほか，2002）で処理した後に，その際の各

観測点における平均的な走時残差を各観測点の観

測点補正値として検測値に反映させ，再度上野ほ

か（2002）の手法により震源を決定しなおしたも

のを使用した．

DD 法により再決定した震源分布から，一元化

震源による震源分布では明瞭にはみられなかった

クラスタ分布や傾斜分布が明らかになった．

イ . 震源分布

第 1.5.1.12 図に DD 法を用いて再決定した震源

分布を示す．この図から，地震活動は布田川断層

の北端付近から熊本・大分県境付近にかけて分布

しているが，さらにいくつかのクラスタに分けら

第 1.5.1.11 図　気象庁一元化震源による震央分布図

（2016 年 4 月 14 日～ 2017 年 4 月 30 日，深さ

20km 以浅，M ≧ 1.0）
灰色の丸は震央位置，図中の四角は震源再決定に使

用した領域，赤色の逆三角は震源再決定に用いた観測

点位置を示す．

第 1.5.1.12 図　DD 法で再決定された震央分布（地形

を背景とした分布図）

赤丸は震央位置，茶色の線は地震調査委員会の長期

評価による活断層の地表トレースを示す．
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れることがわかる．本項では，第 1.5.1.13 図に示

すように，阿蘇カルデラ内南部（領域 a），阿蘇

カルデラ内北部（領域 b），九重山南西側南東部（領

域 c），九重山南西側北西部（領域 d），九重山西

側（領域 e）の 5 領域に分類した．各領域の断面

図を第 1.5.1.14 図に示す．

領域 a では布田川断層の走向に沿った分布がみ

られ，布田川断層の走向に直交する方向の断面

（A-A’断面）をみると，明瞭ではないが北西方

向への傾斜がみられる（第 1.5.1.14 図（a））．こ

れは布田川断層の傾斜方向に概ね一致する．領域

b は領域 a と明瞭に分離はできないが，領域 a と

は異なる走向に沿った分布がみられる．領域 b で

その分布の走向に直交する方向の断面（B-B’断

面）をみると，北北東方向に傾斜した二枚の平行

な面とそれらより北北東側（B’側）に位置する

南南西方向に傾斜した面がみられる（第 1.5.1.14
図（b））．領域 c では北東－南西方向の二本の平

行な走向に沿った分布がみられ，それらの走向に

直交する方向の断面（C-C’断面）をみると，二

本のほぼ垂直な分布がみられる（第 1.5.1.14 図

（c））．領域 d では北西－南東方向の走向に沿った

分布が数本みられる．それらの走向に直交する方

向の断面（D-D’断面）をみると，深さ方向に 2
～ 3km 程度の幅にほぼ鉛直に分布したクラスタ

がいくつかみられ，それぞれのクラスタは異なる

深さに位置しており，南南西側（D 側）ほど深い

（第 1.5.1.14 図（d））．領域 e では，地震の数が少

ないため明瞭ではないが，西北西－東南東方向の

走向に沿った分布がみられる．これは，万年山－

崩平山断層帯の走向に概ね一致する．その走向に

直交する方向の断面（E-E’断面）では，明瞭な

傾斜分布はみられない（第 1.5.1.14 図（e））．ま

た，領域 c や領域 d 内で求められているいくつか

の気象庁の初動発震機構解をみると，DD 法によ

って得られた震源分布と調和的な結果となってい

第 1.5.1.14 図　DD 法で再決定された震源分布（第 1.5.1.13 図各領域断面図）

灰色の丸は震源位置を示す．（a）領域 a の A-A’断面，（b）領域 b の B-B’断面，（c）領域 c の C-C’断面，

（d）領域 d の D-D’断面，（e）領域 e の E-E’断面．水平方向と深さ方向のスケールは同じである．

第 1.5.1.13 図　DD 法で再決定された震央分布

灰色の丸は震央位置，茶色の線は地震調査委員会の

長期評価による活断層の地表トレースを示す．吹き出

しで示した発震機構は気象庁による初動解．
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る（第 1.5.1.13 図）．

以上のように，熊本県阿蘇地方付近の地震活動

は複数のクラスタに分かれており，複雑な分布が

みられた．これは，熊本県阿蘇地方の地震活動が

複雑な断層運動によって発生していることを示唆

している．

（3）DD 法により再決定された震源による大分

県中部付近の震源分布

ア . 手法及びデータ

大分県中部付近の地震活動について，震源の再

決定を行った．再決定の対象としたのは，気象庁

一元化震源のうち，第 1.5.1.15 図の矩形領域内の

地震 1,853 個である．このうち，最終的に 1,832
個の震源が再決定された．DD 法への初期入力震

源としては，地震活動域近傍の 16 か所の定常観

測点（国立研究開発法人防災科学技術研究所 8 点，

国立大学法人九州大学 2 点，気象庁 6 点）のみ

の P 波及び S 波の検測値を用いて気象庁の一元

化震源の処理と同様な震源決定手法（上野ほか，

2002）で処理した後に，その際の各観測点におけ

る平均的な走時残差を各観測点の観測点補正値と

して検測値に反映させ，再度上野ほか（2002）の

手法により震源を決定しなおしたものを使用し

た．

DD 法により再決定した震源分布から，一元化

震源による震源分布では明瞭にはみられなかった

クラスタ分布や傾斜分布が明らかになった．

イ . 震源分布

第 1.5.1.16 図に DD 法を用いて再決定した震源

分布を示す．地震活動は中央構造線断層帯や日出

生断層帯の周辺で発生しており，震央分布は東西

に大きく二つのクラスタに分けられる．西側のク

ラスタを深さ分布から二つのグループ（領域 a，
領域 b）に分け，東側のクラスタについては，領

域 c とした．各領域の断面図を第 1.5.1.17 図に示

す．

領域 a は北西－南東方向の走向に沿った分布

がいくつかみられる．その走向に直交する断面

（A-A’断面）をみると，鉛直の分布がいくつか

みられるとともに，全体として北東から南西方向

に向かって深くなる分布がみられる．4 月 16 日

01 時 25 分に熊本県熊本地方で発生した M7.3 の

地震とほぼ同時に大分県中部で発生した M5.7（M
は参考）の地震は，この領域 a 内の比較的深い部

第 1.5.1.15 図　気象庁一元化震源による震央分布図

（2016 年 4 月 14 日～ 2017 年 4 月 30 日，深さ

20km 以浅，M ≧ 1.0）
灰色の丸は震央位置，図中の四角は震源再決定に使

用した領域を示す，赤色の逆三角は震源再決定に用い

た観測点位置を示す．

第 1.5.1.16 図　DD 法で再決定された震央分布

灰色の丸は震央位置，茶色の線は地震調査委員会の

長期評価による活断層の地表トレースを示す．
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分で発生した．領域 b は領域 a の一部で東北東－

西南西方向の走向に沿った分布がみられる領域

で，周辺の活断層帯の走向に概ね一致している．

その走向に直交する断面（B-B’断面）をみると，

二本の鉛直な分布がみられる．領域 c は周辺の活

断層帯の走向に概ね一致しており，その走向に直

交する断面（C-C’断面）をみると，鉛直の分布

がみられる．

以上のように，大分県中部付近の地震活動の震

源分布には異なる走向の鉛直の分布がいくつかみ

られ，周辺の活断層帯との関連は不明だが，複雑

な断層運動があったことを示唆している．
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第 1.5.1.17 図　DD 法で再決定された震源分布（第 1.5.1.16 図各領域断面図）

灰色の丸は震源位置を示す．（a）領域 a の A-A’断面，（b）領域 b の B-B’断面，（c）領域 c の C-C’断面．水

平方向と深さ方向のスケールは同じである．
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1.5.1.3　発震機構解 ( 初動解 ) の時空間的特

徴 *

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に，熊本県熊本地

方で M6.5 の地震が発生する以前は南北方向の張

力軸をもつ型の地震が多かった（第1.5.1.18図）が，

4 月 14 日 21 時 26 分の地震発生以降は，北北西

－南南東方向から南北方向にかけて張力軸をもつ

型の地震が多く発生した（第 1.5.1.19 図）．同地

震の発生以前と同様に逆断層型※の地震の発生

は少ない．

*　地震火山部地震予知情報課　山内 崇彦

※　ここでは発震機構解の分類は Frohlich（2001）によるものを用いた．

※※　中心からの距離は度数を表す．

第 1.5.1.18 図　4 月 14 日 21 時 25 分以前の初動発震機

構解及び張力軸の方位角分布

（1997 年 10 月 1 日 00 時 00 分～ 2016 年 4 月 14 日

21 時 25 分，深さ 0 ～ 20km）図中の灰線は地震調査

委員会の長期評価による活断層を表す．

赤：横ずれ断層型　青：正断層型　緑：逆断層型

灰色：それ以外

第 1.5.1.19 図　4 月 14 日 21 時 26 分以降の初動発震機

構解及び張力軸の方位角分布

（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日

24 時 00 分，深さ 0 ～ 20km）図中の灰線は地震調査

委員会の長期評価による活断層を表す．

赤：横ずれ断層型　青：正断層型　緑：逆断層型

灰色：それ以外
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第 1.5.1.20 図に，第 1.5.1.19 図の領域 a‐c の周

辺を拡大した初動発震機構解の分布を示す．布田

川断層帯北側の領域 a では 4 月 14 日 21 時 26 分

以前と同様に正断層型の地震が多く発生し，南北

方向を中心に張力軸を持つ型の地震が多い（第

1.5.1.21 図，第 1.5.1.22 図）．布田川断層帯西側周

辺の領域 b では，4 月 14 日 21 時 26 分以降，正

断層型の地震が多く発生し，南北方向を中心に張

力軸を持つ型が多い．日奈久断層帯沿いの領域 c
では 4 月 14 日 21 時 26 分以前と同様に横ずれ断

第 1.5.1.20 図　4 月 14 日 21 時 26 分以降の初動発震機構解

（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日 24 時 00 分，深さ 0 ～ 20km）

図中の灰線は地震調査委員会の長期評価による活断層を表す．

第 1.5.1.21 図　領域 a,b 及び c における 4 月 14 日 21
時 25 分以前の初動発震機構解

（1997 年 10 月１日 00 時 00 分～ 2016 年 4 月 14 日

21 時 25 分，深さ 0 ～ 20km）

第 1.5.1.22 図　領域 a，b 及び c における 4 月 14 日 21
時 26 分以降の初動発震機構解

（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日

24 時 00 分，深さ 0 ～ 20km）
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層型の地震が多く発生し，4 月 14 日 21 時 26 分

以降は北北西－南南東方向に張力軸を持つ型が多

く，日奈久断層帯の走向と整合的である．

また，阿蘇山北東の領域 d（第 1.5.1.23 図）で

は 4 月 14 日 21 時 26 分以降，南北方向に張力軸

を持つ横ずれ断層型の地震が多く発生した（第

1.5.1.24 図，第 1.5.1.25 図）．

謝辞
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第 1.5.1.23 図　4 月 14 日 21 時 26 分以降の初動発震機構解

（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日 24 時 00 分，深さ 0 ～ 20km）

第 1.5.1.24 図　領域 d における 4 月 14 日 21 時 25 分

以前の初動発震機構解

（1997 年 10 月 1 日 00 時 00 分～ 2016 年 4 月 14 日

21 時 25 分，深さ 0 ～ 20km）

第 1.5.1.25 図　領域 d における 4 月 14 日 21 時 26 分

以降の初動発震機構解

（2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分～ 2017 年 4 月 30 日

24 時 00 分，深さ 0 ～ 20km）
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1.5.1.4　M6.5，M6.4，M7.3 の 3 つの地震によ

る静的応力変化 *

規模の大きな地震と，その後の周辺の地震活

動の変化との関連性については，静的応力変化

（クーロン破壊応力変化，以下ΔCFF とする）を

用いて示されることが多い（例えば，Reasenberg 
and Simpson，1992；Toda et al.，2011）．本目では，

熊本県熊本地方で発生した 2016 年 4 月 14 日の

M6.5，15 日の M6.4，16 日の M7.3 の 3 つの地震が，

M7.3 の地震発生後の周辺の地震活動に与えた影

響を，ΔCFF と地震活動の関係から調べた．

静的応力変化の算出では，震源過程解析により

推定された M6.5，M6.4，M7.3 の 3 つの地震の各

断層モデル（第 1.3.1 項）を用いて，Okada（1992）
に基づく計算コードにより半無限均質弾性体中の

変位を計算し，応力－ひずみの関係式により，静

的応力変化を受ける周辺の任意の点において仮定

した受け手の断層に対応するΔCFF を計算した．

その際，摩擦係数 0.4，剛性率 30GPa，ポアソン

比 0.25 とした．

第 1.5.1.26 図にΔCFF の分布を示す．ΔCFF
の正の値は断層の破壊（地震発生）が促進，負の

値は抑制される応力変化を示している．断層モデ

ルの近傍では，震源過程解析により推定された断

層モデルの精度がΔCFF に影響するため，ここ

では断層モデルからやや離れた周辺領域に注目す

る．第 1.5.1.26 図をみると，受け手の断層が正断

層型の場合，断層モデルの東方と西方ではΔCFF
が正の領域が卓越しており，この領域には正断層

型の地震が多く発生している領域 a も含まれてい

る．また，受け手の断層が横ずれ断層型の場合，

断層モデルの走向方向延長線上にΔCFF が正の

領域が卓越しており，この領域には，横ずれ断層

型の地震が多く発生している領域 b と領域 c も含

まれている．一方，断層モデルの北方と南方では，

受け手が横ずれ断層型と正断層型のどちらの場合

でも負のΔCFF が広がっており，それに対応す

るように発震機構解が得られるような比較的規模

の大きな地震はあまりみられない．

第 1.5.1.27 図に発震機構解の節面を受け手の断

*　地震火山部地震予知情報課　岩切 一宏

層としたΔCFF の分布を示す．領域 a，b，c の

いずれにおいても，両方の節面または一方の節面

のΔCFF が正の発震機構解が多い．典型的な横

ずれ断層や正断層から外れる発震機構解の多くで

も，ΔCFF は正である．また，断層モデルから遠

く離れた大分県や八代海においてもΔCFF が正

の発震機構解がみられる．

以上のように，M7.3 の地震発生後にその断層

から離れた領域でみられる地震活動は，M6.5，
M6.4，M7.3 の 3 つの地震によって生じた静的応

力変化と調和的である．
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第 1.5.1.26 図　2016 年 4 月 14 日の M6.5，15 日の M6.4，16 日の M7.3 の 3 つの地震による，4 タイプの断層への

静的応力変化（ΔCFF）．
黄色の矩形で示した M6.5，M6.4，M7.3 の 3 つの地震の断層モデル（第 1.3.1 項）について，深さ 10km におけ

るΔCFF を計算した．仮定した受け手の断層は，（左上図）東西走向で北傾斜の正断層，（右上図）東西走向で南

傾斜の正断層，（左下図）北東−南西走向の右横ずれ断層，（右下図）北西−南東走向の左横ずれ断層．M7.3 の地震

発生後から 2017 年 4 月 30 日までの地震（M ≧ 2.0，深さ≦ 20km）について，震央を灰色で示し，初動発震機構

解を Frohlich（1992）の分類による左下図の三角ダイアグラムに記した色分けで示す．茶色の線は地震調査研究推

進本部地震調査委員会の長期評価による活断層の地表トレースを示す．
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第 1.5.1.27 図　2016 年 4 月 14 日の M6.5，15 日の M6.4，16 日の M7.3 の 3 つの地震による，発震機構解の節面を

受け手の断層とした静的応力変化（ΔCFF）．
（左図）黄色の矩形で示した M6.5，M6.4，M7.3 の 3 つの地震の断層モデル（第 1.3.1 項）について，M7.3 の地

震発生後から 2017 年 4 月 30 日までの地震（深さ≦ 20km）の初動発震機構解の節面を受け手の断層とするΔCFF
を計算した．初動発震機構解の 2 つの節面のΔCFF について，赤色は両方の節面ともに正，橙色は一方の節面の

みが正，青色は両方の節面ともに負を示す．茶色の線は地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価による活

断層の地表トレースを示す．

（右図）左図の矩形領域 a，b，c における初動発震機構解を Frohlich（1992）の分類による三角ダイアグラムに示す．

赤，橙，青の色の分類は左図と同じ．
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1.5.2　一元化震源における自動処理の活用

地震調査委員会において，気象庁の一元化震源

の処理方法について検討され，平成 26 年 2 月 12
日に「高感度地震観測データの処理方法の改善に

関する報告書」が取りまとめられた．この報告を

受けて，気象庁の一元化震源の処理（第 1.5.2.1
目末尾の「（参考）通常の一元化震源の処理の概

要」を参照）及び地震解説業務において，溜渕ほ

か（2016）の自動処理による震源（以下，自動震

源）の活用を，2016 年 4 月 1 日より開始していた．

熊本地震は，この新たな自動震源の活用開始後

に初めて発生した顕著な地震であり，自動震源を

活用した対応がとられた．ここでは，以下の 2 つ

の主な自動震源の活用例について紹介する．

①即時的な地震解説

②一元化震源の処理

1.5.2.1　即時的な解説資料における自動震源

の活用 *

（1）解説業務における自動震源の活用についての

考え方

一元化震源の処理に自動震源を活用すると，従

来の手作業による検測に比べて震源決定を行う処

理の時間が短縮されるため，より迅速に一元化震

源を処理できる．しかし，一元化震源の震源デー

タは，全て職員による確認が必要であるため，規

模の大きな地震後の余震活動や地震活動が活発に

なった場合，全ての自動震源を直ちに一元化震源

にすることは難しい．なお，一元化震源の処理の

流れは，第 1.5.2.1 目末尾の「（参考）通常の一元

化震源の処理の概要」を参照．しかし，そのよう

な状況下でも，地震活動の推移などについて大ま

かでも迅速に図示して解説することが防災対応上

効果的な場合もある．その場合，ほぼリアルタイ

ムに得られる自動震源を報道発表資料や地震解説

資料等に自動震源を活用することとした．

（2）解説業務に使用する自動震源

気象庁では，ほぼリアルタイムで自動震源の計

算を行っており，地震発生から概ね 10 分後には

*　地震火山部地震予知情報課　廣田 伸之

　  気象研究所地震津波研究部　溜渕 功史

第 1.5.2.1 表　即時的な解説資料等で使用する自動

震源の基準

震源データの利用が可能である．これらの震源デ

ータは，最も早くに活用できるデータである一方

で，震源計算精度の良くないデータも含まれる．

地震情報で発表する震源要素は気象庁職員が手作

業により決定した震源であるため，自動震源の震

源要素とは異なることもある．精度の良くないデ

ータ，すでに情報として発表している震源と異な

る数値のデータを解説資料に表示・記載すること

は，利用者に誤解を与えることがある．このため，

解説業務に活用する自動震源には以下の基準を設

けている（第 1.5.2.1 表）．

（3）熊本地震における地震解説資料等での活用例

熊本地震では，4 月 14 日 21 時 26 分の地震

（M6.5）の直後から地震活動が非常に活発になっ

た．このため，同地震発生直後の報道発表（記者

会見）から，自動震源を活用して解説を行った．

自動震源を活用することの大きなメリットは以下

の 2 つであった．

①活動が非常に活発であったため，通常の一元

化震源の処理では，検知した地震のうち規模の大

きな一部の震源しか処理することができなかっ

た．しかし，自動震源を利用することで，規模の

小さな地震を含む検知した全ての震源を活用する

ことができた．
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②自動処理はほぼリアルタイムで行われている

ため，より最新のデータまで活用することができ

た．

以下，実際の報道発表資料の例をいくつか示し，

それぞれの資料において自動震源がどのように有

効活用できたかを紹介する．

14 日の M6.5 の地震発生から約 2 時間後の報道

発表（第 1 報）資料では，同地震発生から約 1 時

間後まで，地震発生から約 6 時間後の報道発表

（第 2 報）資料では，約 4 時間 30 分後までの自動

震源を使用し，地震活動の状況を解説した．ここ

での主な解説ポイントは以下の 2 点であった（第

1.5.2.1 図，第 1.5.2.2 図）．

第 1.5.2.1 図　【活用例 1】
4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）発生から約 2

時間後の報道発表第 1 報（4 月 14 日 23 時 30 分発表）

第 1.5.2.2 図　【活用例 2】
4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M6.5）発生から約 6

時間後の報道発表第 2 報（4 月 15 日 03 時 30 分）

①地震活動が非常に活発な状態が継続してい 
　　る．

②活動域が，布田川断層帯及び日奈久断層帯沿 
　　いに分布している．

①は従来からも，緊急作業での監視や地震波形

のモニタ等で把握することができたが，自動震源

を活用することで地震の発生状況や時空間分布を

図示して解説ができた．特に自動震源の活用で効

果が大きかったのは②であった．この例では，地

震発生直後から活動域が付近の活断層沿いに分布

していることを把握できた．
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16 日 01 時 25 分の地震（M7.3）の発生後の報

道発表（第 8 報）資料では，自動震源を活用する

ことで，活動域が熊本地方だけでなく，阿蘇地方

から大分県まで広がったことを，より迅速に解説

することができた（第 1.5.2.3 図）．

第 9 報（4 月 16 日 10 時 30 分）以降，それま

での震央分布図・MT 図等に加えて，内陸及び沿

岸で発生した過去の主な地震との地震回数比較の

グラフを作成した（第 1.5.2.4 図）．このグラフに

より，熊本地震の活動が過去の地震活動と比較し

ても活発であることが視覚的にわかりやすく解説

することが可能となった．この回数比較のグラフ

作成においても，自動震源を活用することにより，

最新の活動状況まで反映できた．

第 1.5.2.3 図　【活用例 3】
4 月 16 日 01 時 25 分の地震（M7.3）発生から約 6

時間後の報道発表第 8 報（4 月 16 日 07 時 30 分）

第 1.5.2.4 図　【活用例 4】
4 月 16 日 01 時 25 分の地震（M7.3）発生翌日の報

道発表第 11 報（4 月 17 日 10 時 30 分）
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その後も，最大震度 5 弱以上の地震が発生した

際の臨時の報道発表資料，気象庁 HP への掲載等

の定期的な解説資料，各種支援資料の提供におい

ても，自動震源を活用して最新の活動状況を解説

することができた．第 1.5.2.5 図は，定期的に気

象庁 HP へ掲載した解説資料であり，資料掲載時

刻の約 1 時間から 2 時間前までの最新の震源デー

タを活用し，より最新の状況を示すことが可能で

あった．

（4）従来の自動震源との比較

2016 年 3 月以前もグループトリガという従来

の手法でイベント検出，自動震源決定を行ってい

る．従来の手法（以下，GT 震源と表記する．GT
は Group Trriger の略）は地震のトリガ時刻を P
波と仮定して震源計算を行うために，複数の地震

やノイズが混在した場合に誤った場所に震源を決

定することが多くあった．その課題を克服するた

め，現在導入している自動処理は，各観測点で多

数の P 波，S 波を自動的に検出した後に，それら

の最適な組み合わせを探索する（PF 法，相組み

合わせ探索，Phase combination Forward search の

略）．現在の自動震源（以下，PF 震源と表記する）

は 2016 年 4 月 1 日から運用を開始したが，震源

精度や検出数は，GT 震源に比べ PF 震源の方が

良好である．詳細は，溜渕ほか（2016）を参照．

2016 年 4 月以降も GT 震源は計算しているため，

熊本地震の活動における PF 震源と GT 震源の精

度や決定状況等を比較した結果を示す．

第 1.5.2.6 図は，2016 年 4 月 14 日の地震（M6.5）
発生から同日 23 時までの PF 震源と GT 震源の震

央分布図と MT 図である．これを見ると，PF 震

源では，前述の通り布田川断層帯・日奈久断層帯

沿いに分布しているのに対して，GT 震源は震源

分布が 2 つのクラスタに分かれており，活断層帯

に沿うような帯状の分布を把握することは難し

第 1.5.2.5 図　【活用例 5】
定期的に気象庁 HP に掲載した解説資料
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い．また，震源の数を比較しても，PF 震源は規

模の小さな地震をより多く決定し，GT 震源の約

4 倍の個数となっている．このことは，地震発生

直後から「①地震活動が非常に活発な状態が継続

していること」「②活動域が，布田川断層帯及び

日奈久断層帯沿いに分布していること」を示すこ

とにおいて，GT 震源より PF 震源がより有効で

あったことを示している．

第 1.5.2.7 図は，2016 年 4 月 16 日の地震（M7.3）
発生から約 2 時間後までの，PF 震源と GT 震源

の震央分布図と時空間分布図を示している．震源

の数については，第 1.5.2.6 図で示したのとほぼ

同じで，PF 震源は GT 震源の約 4 倍決定している．

活動域の拡大については，GT 震源でも把握でき

るが，PF 震源と比較すると震源分布がややばら

ついていることがわかる．

このように，従来の GT 震源と比較して，PF
震源は震源決定精度や震源決定数が顕著に向上

し，最新の活動状況の解説に有用であったことが，

熊本地震においても確認できた．

（5）まとめ

熊本地震では，4 月 14 日 21 時 26 分の地震

（M6.5）の直後から自動震源を活用して解説を行

った．自動震源を活用することの大きな効果は以

下の 2 つであった．

①活動が非常に活発であったため，通常の一元

化震源の処理では，検知した地震のうち規模の大

きな一部の震源しか処理することができなかっ

た．しかし，自動震源を利用することで，規模の

小さな地震を含む検知した全ての震源を活用する

ことができた．

②自動処理はほぼリアルタイムで行われている

ため，より最新のデータまで活用することができ

た．

第 1.5.2.6 図　2016 年 4 月 14 日の地震（M6.5）発生

から約 2 時間後までの PF 震源と GT 震源の比

較

第 1.5.2.7 図　2016 年 4 月 16 日の地震（M7.3）発生

から約 2 時間後までの PF 震源と GT 震源の比

較
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熊本地震では，通常の一元化震源の処理では迅

速に処理できなかった規模の小さな震源データま

で活用することで，地震活動が非常に活発である

こと，地震活動が付近の活断層に沿うように分布

していること，地震活動の範囲が広がったこと等

をより明瞭に図示することができた．また，最新

の活動状況を解説する上で，自動震源が有効であ

ることが確認できた．

（参考）通常の一元化震源の処理の概要

通常の一元化震源（第 1.5.2.2 表）の処理の流

れについて概要を簡単に解説する（第 1.5.2.8 図）．

①【自動処理】

処理システム内で，リアルタイムに自動震源の

計算を行う．

②【職員による手作業】

自動震源を，領域と深さにより予め設定した一

定の規模（マグニチュード）以上の地震とそれ未

満の地震に選別する．

③【職員による手作業】

一定の規模以上の地震については，職員が全て

の波形を目視確認し，自動震源の検測値（P 相と

S 相の到達時刻，最大振幅等）を確認する．誤っ

た検測値，未検測の相や振幅がある場合には，職

員が手動検測を行う．震源計算後，再度検測値に

誤りがないかを確認し，一元化震源（会話震源）

とする．

なお，2016 年 3 月以前は，検知した全ての地

震に対してこの作業により震源決定を行ってい

た．

④【職員による手作業】

一定の規模未満の地震については，自動震源の

震源位置，波形，検測値等を目視で簡易的に確認

する．確認の結果，自動震源の精度が良好であれ

ば，自動震源をそのまま一元化震源（会話震源）

とする．自動震源の精度が良好でない場合には，

震源に近い観測点の検測値を修正する等，簡易的

に手動検測を行い，一元化震源（会話震源）とする． 
⑤【職員による手作業】

地震発生当日に処理した震源データ（会話震源）

は，翌日以降に再度精査し，暫定震源，確定震源

とする．

第 1.5.2.2 表　本節における「一元化震源」の定義

第 1.5.2.8 図　通常の一元化震源の処理の概要

参 考 文 献

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2014）: 高感

度地震観測データの処理方法の改善に関する報告

書．

溜渕功史・森脇健・上野寛・束田進也（2016）: ベイ

ズ推定を用いた一元化震源のための自動震源推定

手法 , 験震時報 ,79,1-13．
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1.5.2.2　自動処理結果の追加 *

熊本地震の一連の地震活動は，非常に活発であ

り（例えば，第 1.5.2.9 図），震源決定処理に時間

がかかることが想定されたことから，手動検測に

よる一元化震源の決定処理は優先順位を付けて行

った．まずは震度 1 以上を観測した地震を最優先

に処理し，続いて手動検測対象基準である M1.7
以上の地震について処理を行った．M1.7 未満の

地震については，PF 法（溜渕ほか，2016）を導

入して以降の 2016 年 4 月以降では，PF 法の自動

震源に対して，波形の目視確認を行い，適切な震

源か，修正あるいは削除が必要な震源かを分類し

ている．しかし，熊本地震の一連の地震活動では，

既に震源決定処理済みの地震と同一地震と思われ

る地震を除いた PF 法による自動震源は約 63,000
個と多数であったことから，溜渕（2017）の波形

相関の方法を用いて効率的に処理し，簡易的な確

認を行った上で，自動震源をそのまま一元化震源

とした．

溜渕（2017）の方法を用いて確認した自動震源

の対象は，通常の震源決定処理に戻った日（7 月

25 日）以前である，2016 年 4 月 14 日～ 7 月 24
日に発生した地震である（第 1.5.2.9 図）．今回の

自動震源の確認方法についてのフローチャートを

第 1.5.2.10 図に示し，概要を以下に示す．

①　PF 法による自動震源のうち，震源決定処理

済みの地震と同一地震と考えられる地震を除

く．同一地震と判断する条件は震源時の差が

2 秒以内かつ緯度・経度の差が 10 分未満と

した．

②　深さ 30km 以浅の地震と 30km より深い地震

に分類する．

③　深さ 30km 以浅の地震について，溜渕（2017）
の波形相関による判定を行う．テンプレート

には，手動検測を行った地震から選定した

11,754 個の地震の波形を用いた（第 1.5.2.11
図）．

④　波形相関が良い地震（例：第 1.5.2.12 図）に

ついて，地震波形を表示し，手動によりノイ

ズもしくは発破であるかを判断する．ここで

*　地震火山部地震予知情報課　上野 寛

第 1.5.2.9 図　今回の処理前の熊本地震の地震活動（深

さ 30km 以浅，M 全て）

(a)　震央分布（2016 年 4 月 14 日～ 9 月 30 日）

　　領域Aは報道発表等で使用されていた地震活動 
　　　を見る際の領域（例えば，第 1.5.2.3 図の領域 A） 
　　　より広げている．

(b)　領域 A 内の MT 図

　　M 未決定の地震は M-2.0 として表示している．

(c)　領域 A 内の規模別発生回数図

　　4 月 14 日～ 7 月 24 日までの M1.7 未満のほと 
　　　んどの地震を震源決定処理していないため， 
　　　M1.7 を境に GR 則に従っていないことが分か 
　　　る．M0.0 付近で地震数が多いのは，通常の震 
　　　源決定処理である 7 月 25 日～ 9 月 30 日の地震 
　　　活動を反映しているためである．
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ノイズもしくは発破と判断されなかった地震

について，一元化震源とする．PF 法の震源

誤差を基に，登録フラグを「A」（自動気象

庁震源）もしくは「a」（自動参考震源）に分

類した．

⑤　深さ 30km より深い地震もしくは③の判定に

おいて波形相関が悪い地震（例：第 1.5.2.13
図）について，即時的な解説資料等で使用す

る自動震源データの震源決定誤差基準（表

1.5.2.1）を基に，誤差が大きい地震について

は削除した．

⑥　⑤において，震源誤差が小さい地震について，

地震波形を表示し，手動によりノイズもしく

は発破であるかを判断する．ここでノイズも

しくは発破と判断されなかった地震について

は，一元化震源とするが，波形相関が悪かっ

た地震のため，登録フラグは「a」とした．

⑦　④もしくは⑥の手順を通過した地震で M1.7
以上の地震があった場合は手動検測作業を行

う（登録フラグ「K」）．この手動検測作業の

際に，地震前後に別の未処理地震が見られた

場合は追加で簡易検測作業を行った（登録フ

ラグ「k」）．
これらの一連の作業後，第 1.5.2.9 図の地震と

再度比較し，重複した地震を取り除いた．また，

第 1.5.2.10 図　今回の処理のフローチャート図

第 1.5.2.11 図　波形相関に用いたテンプレート地震の

震央分布図（深さ 30km 以浅）

青点線領域は第 1.5.2.9 図の領域 A と同じ．緑枠は

テンプレートとして抽出した地震の領域．青点線枠よ

り広めに設定している．
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既知の発破領域と重なっていた地震を取り除い

た．これらの処理を受けて，追加で一元化震源と

した地震を第 1.5.2.14 図に示す．登録フラグごと

の追加地震数は，下記の通りとなり，合計 52,042
個の地震を追加することとなった．

「K」（気象庁震源）  　 172 個

「 k 」（簡易気象庁震源） 　   15 個

「A」（自動気象庁震源） 40,595 個

「 a 」（自動参考震源）  11,260 個

この技術報告では，今回追加した震源も含めて，

資料を作成している．

参 考 文 献

溜渕功史・森脇健・上野寛・束田進也 (2016)：ベイズ

推定を用いた一元化震源のための自動震源推定手

法．験震時報，79，1-13．

溜渕功史（2017）：波形相関による自動震源分類の効

率化．験震時報，81:6

第 1.5.2.12 図（左）　波形相関が良いと判断された地震波形例

第 1.5.2.13 図（右）　波形相関が悪いと判断された地震波形例

黒波形は解析対象地震，赤波形はテンプレート波形．「REF」はテンプレートとなった地震の震源要素，

「AUTO」は解析対象となった自動震源の震源要素を示す．各々の波形は 2-8Hz のバンドパスフィルターをか

けている．灰色の検測位置はテンプレート波形の検測位置を，赤色の検測位置は PF 法の検測位置を示す．CC
は相関係数を，dt は波形ずれ時間を表す．相互相関の計算パラメータ及び相関係数のしきい値については，溜

渕（2017）と同じである．
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第 1.5.2.14 図　今回の処理を受けて追加する地震（左）と追加後の一元化震源（右）（深さ 50km 以浅，M 全て）

（a）震央分布（2016 年 4 月 14 日～ 9 月 30 日），（b）領域Ａ内の MT 図，（c）領域Ａ内の規模別発生回数図

第 1.5.2.9 図と右図を比較すると，GR 則に従った分布になっていることが分かる．
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1.5.3　過去の地震活動

1.5.3.1　地震活動の推移と熊本地震発生前の

活動状況 *

大分県から天草諸島にかけての地震活動をみる

と，概ね活断層（布田川断層帯・日奈久断層帯）

に沿う方向（北東－南西方向）に地震が分布して

いるのが分かる（第 1.5.3.1 図（a））．領域 a 内では，

1923 年以降，M5 程度の地震が時々発生しており，

熊本地震が発生するまで 1975 年 4 月 21 日に大分

県西部で発生した M6.4 の地震が最大規模の地震

であった．過去の活動をみると，1930 年前後に

は，日奈久断層帯の日奈久区間付近で M5.8 の地

震が発生するなど領域 a 内全体で活動がみられた

（第 1.5.3.1 図（b））．1975 年にも，熊本県阿蘇地

*　地震火山部地震予知情報課　森田 裕貴

第 1.5.3.1 図　過去の周辺の地震活動状況（赤枠は今回の熊本地震）

（a）震央分布図 (1923/1/1 ～ 2017/4/30，深さ 100km 以浅，M ≧ 4.0)
　　2016 年 4 月 13 日以前の地震を青色，2016 年 4 月 14 日以降の地震を赤色で表示

（b）領域 a 内の時空間分布図（A-B 投影）薄水色は熊本地震発生前の静穏化期間

（c）領域 a 内の M-T 図及び回数積算図

方で M6.1，大分県西部で M6.4 の上述の地震が発

生するなどまとまった活動がみられている．その

後，領域 a 内では定常的な地震活動がみられてい

たが，2011 年 10 月 5 日の M4.5 の地震（最大震

度 5 弱）の発生から今回の熊本地震が発生する前

まで M4 を超える地震は発生していなかった（第

1.5.3.1 図（c））．
第 1.5.3.2 図は，1997 年 10 月から 2016 年 4 月

13 日（熊本地震の発生前）までの間に発生した

地震（M ≧ 2.0，深さ 30km 以浅）とその地震活

動の推移を示した図である．熊本地震発生前に地

震活動に変化があったのかなかったのかを捉え

るために，領域 a（第 1.5.3.1 図の領域 a と同じ領

域）内の地震について，デクラスタ処理を行い，
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第 1.5.3.2 図　熊本地震発生前までの周辺の地震活動状況と推移

（a）震央分布図（1997/10/1 ～ 2016/4/13，深さ 30km 以浅，M ≧ 2.0）
（b）領域 a 内のデクラスタ後の地震の回数ヒストグラムと地震活動指数の推移

（c）領域 a 内の M-T 図及び回数積算図と b 値の時間変化

地震活動指数※の時間推移をみてみた．その結

果，熊本地震発生前に活発化または静穏化を示す

傾向はなく，地震活動に特段の変化がなかったこ

とが分かる（第 1.5.3.2 図（b））．また，同じ条件

で M4.0 以上の地震についてもデクラスタ処理を

行ったが，ポアソン分布に従わなかったため，大

きめな地震を対象とした熊本地震発生前の変化は

評価できなかった．同様に，領域 a 内の全地震に

ついて，b 値の時間推移についてみてみると，地

震活動の状況によって変化しているが，概ね 0.9
前後で推移しており，地震活動指数と同様に，熊

本地震発生前に b 値にも特段変化はなかったこと

が分かる．つまり，熊本地震発生までに M4 を超

える大きめな地震が発生していない期間（静穏化

期間）があったが，1997 年 10 月以降に発生した

M2.0 以上の地震を対象に統計的な解析を行うと

地震活動には特段の変化がなかったといえる．た

だし，いずれも対象となる領域が広域のため，ロ

ーカルな変化は捉えきれていない可能性があるこ

とに留意する必要がある．

参 考 文 献

塚越利光・石垣祐三（2003）：東海地域の地震活動レ

ベルの評価．月刊地球号外，41，101-109．

※　地震活動指数は，活発・静穏の度合いを客観的に数値（0 ～ 8）で示したもので，デクラスタ（ここでは地震発

生から 7 日以内かつ震央距離 3km 以内に発生した地震をクラスタとみなし，そのうちの最大の地震を残す）処

理を行った後の期間別の地震回数の頻度分布がポアソン分布に従うという性質を用いて，地震活動を統計的に評

価する方法である（塚越・石垣，2003）．ここでの指数化の標準期間は 1997 年 10 月 1 日～ 2016 年 4 月 13 日で

あり，90 日間の時間窓を 30 日ずつずらして指数を表示している．
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1.5.3.2　過去の被害地震 *

九州地方の中部には，東の別府湾付近から西の

島原半島付近にかけて，ほぼ東西に火山（九重山，

阿蘇山，雲仙岳など）や活断層が分布しており，

別府－島原地溝帯と呼ばれる大きな地形的な構造

を形成している．今回の一連の地震活動の領域は，

この地溝帯に位置し，日奈久断層帯，布田川断層

帯，万年山－崩平山断層帯，日出生断層帯，中央

構造線断層帯（豊予海峡－由布院区間）が存在す

る．これらの断層帯の周辺では，過去にも大きな

被害を伴った地震が発生している．第 1.5.3.1 表

に 1500 年以降の主な被害地震を，第 1.5.3.3 図に

主な被害地震を含めた M6.0 以上の地震の震央分

布図を示す．

1596 年の別府湾の地震は，慶長豊後の地震と

呼ばれ，地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2005）は，その被害の記録などから別府－万年

山断層帯の別府湾－日出生断層帯東部（注 1）の

最新活動であったと推定している．この地震の発

生する約 2 か月前にも地震があり，約 1 か月前に

は 1 日に複数回の揺れを感じる地震が発生して

いた．別府湾の地震により，いくつかの場所で

山崩れが発生したほか，別府湾沿岸で津波によ

る大きな被害が生じた（宇佐美ほか，2013）．な

お，この地震の発生から 4 日後に近畿地方で慶

長伏見地震（M7 1/2 ± 1/4）が発生した．1619 年

の肥後・八代の地震は，日奈久断層帯の活動であ

ったと推定されている（千田，1979；松浦ほか，

2008）．1703 年の豊後の地震では，大分領や油布

院筋で死者や家屋全壊の被害が生じた（宇佐美ほ

か，2013）．松浦ほか（2008）は，この地震が別

府－万年山断層帯の一部の活動であったと指摘し

ている．1723 年の肥後・豊後・筑後の地震では，

肥後で死者や家屋倒壊などの被害が生じた．この

地震は，布田川断層帯の宇土区間や雲仙断層群に

も近い場所で発生した（地震調査委員会，2013）．
1889 年の熊本の地震では，熊本市付近を中心に

死者 19 人などの被害が生じ，また，地割れや山

崩れなども発生した（宇佐美ほか，2013）．この

地震は，布田川断層帯の宇土区間付近で発生した

と考えられている（地震調査委員会，2013）．後

*　地震火山部地震予知情報課　清水 淳平

注 1：2017 年 12 月の中央構造線断層帯の長期評価の改訂により，現在は，中央構造線断層帯の豊予海峡－由布院

区間に該当する（地震調査委員会，2017）．

第 1.5.3.1 表　今回の地震活動域の周辺で 1500 年以降

に発生した主な被害地震

第 1.5.3.3 図　今回の地震活動の周辺で発生した主な

被害地震の震央分布図

1500 年から今回の一連の地震活動の前までに発生

した M6.0 以上の震央を示す．第 1.5.3.1 表に掲載した

地震を青色の丸で示し，吹き出しをつけている．今

回の一連の地震活動のうち 2016 年 4 月 16 日（M7.3）
の地震の震央を赤色の星で示す．茶色の実線は，地震

調査委員会の長期評価による活断層を表す．
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述のように，この地震の発生後，M6.0 を超える

地震が数年間隔で続いて発生した．

今回の一連の地震活動では，4 月 14 日，15 日，

16 日にそれぞれ M6.5，M6.4，M7.3 の地震が短

い間隔で発生した（第 1.1 節）．九州地方では，

このように近接した地域で地震が続発した事例

が過去にもあり，これらの事例の震央分布図と

M-T 図を第 1.5.3.4 図に示す．1885 年から今回の

一連の地震活動までの期間に，九州地方の陸域で

発生した M6.0 以上の地震のうち，5 年程度以内

の間隔で発生した地震を抽出し，吹き出しをつけ

ている．① 1889 年の熊本の地震では，その後の

6 年間で M6.0 以上の地震が 4 回発生し，今回の

一連の地震活動のように，熊本県だけではなく大

分県でも地震が発生した．② 1916 年 3 月 6 日に

大分県中部で M6.1 の地震が発生した．この地震

の発生から約 10 か月後の 12 月 29 日に熊本県南

部で M6.1 の地震が発生した．大分県中部の地震

の震央と熊本県南部の地震のそれは，日出生断層

帯及び中央構造線断層帯（豊予海峡－由布院区間）

付近と日奈久断層帯付近にそれぞれ位置してお

り，約 170km 離れている．これら 2 つの地震の

直接的な関係は不明であるが，短い期間のうちに

発生した事例として，ここで紹介する．③ 1922
年の島原（千々石湾）の地震では，01 時 50 分と

11 時 02 分に M6.9 と M6.5 の地震が続いて発生し

た．これらの地震により，主に島原半島南部，天

草，熊本市方面で死者 26 人（うち，2 回目の地

震による死者 3 人），負傷者 39 人，住家全壊 195
棟などの被害が生じた（地震調査委員会，2013）．
これらの地震の震央は，雲仙断層群付近に位置

する．④ 1975 年の事例では，熊本県阿蘇地方の

M6.1 の地震の 88 日後に北東へ約 20km 離れた大

分県西部でM6.4の地震が発生した（第 1.5.3.5図）．

熊本県阿蘇地方の地震では，負傷者 10 人，住

家全壊 16 棟などの被害が，大分県西部の地震で

は，負傷者 22 人，住家全壊 58 棟などの被害が生

じた（地震調査委員会，2013）．⑤ 1997 年の鹿児

島県薩摩地方の地震では，3 月 26 日の M6.6 の地

震が発生し，その 48 日後（5 月 13 日）に，西南

西約6kmでM6.4の地震が発生した（第1.5.3.6図）．

M6.6 の地震では負傷者 31 人，住家全壊 4 棟など

の被害が，M6.4 の地震では負傷者 43 人，住家全

壊 4 棟などの被害が発生した（地震調査委員会，

2013）．明田川（2008）によると，3 月の地震の

活動では，大森・宇津公式（宇津，1957；Utsu, 
1961）の p 値は 0.81 であった . これは，彼らが日

本付近で発生した地震について調査した結果の中

でも小さい値の部類に入る .
第 1.5.3.4 図　九州地方において近接した地域で地震

が続発した事例の（a）震央分布図及び（b） 
M-T 図．

1885 年から今回の一連の地震活動までの期間に発

生した M6.0 以上の地震の震央を示す．そのうち，5
年程度以内の間隔で発生した陸域の地震に吹き出しを

つけている．茶色の実線は，地震調査委員会の長期評

価による活断層を表す．
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第 1.5.3.5 図　1975 年の熊本県阿蘇地方の地震（M6.1）
に続いて大分県西部の地震（M6.4）が発生した

事例の（a）震央分布図，（b）時空間分布図及

び （c）M-T 図．

1975 年 1 月 1 日から 5 月 31 日までに発生した深さ

30km 以浅，M3.0 以上の地震を示す．（b）の時空間分

布は，（a）の震央分布図に示す線分 A-B に投影して

いる．茶色の実線は，地震調査委員会の長期評価によ

る活断層を表す．
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第 1.5.3.6 図　1997 年の鹿児島県薩摩地方の地震活動の（a）震央分布図，（b）東西投影した時空間分布図，

（c） 南北投影した時空間分布図，及び （d） M-T 図・回数積算図．

1997 年 3 月 1 日から 7 月 31 日までに発生した深さ 20km 以浅，M2.0 以上の地震を示す．（b）-（d）の図は，

（a）の震央分布図に示す矩形領域内の地震をプロットしている．茶色の実線は，地震調査委員会の長期評

価による活断層を表す．


